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第１章 実証事業の概要 

１.１ 背景・目的 

１.１.１ 背景 

尼崎市では、以前より、地域のこどもの成長について家庭や学校だけではなく、市役所や各種

関係機関、地域住民も含めて一緒に育てるという土壌が醸成されていた。こうした中、市内のこ

どもに対する支援を行うため、福祉系システム（子どもの育ち支援システム）を構築して、こど

もに関わる関係部局が保有しているシステムのデータを連携しているほか、要保護児童等にかか

わる情報を収集し、支援記録を福祉系システムに入力することで情報を一元管理して支援に活用

しており、これまでにも多くのこども達の支援を行っている。 

しかしながら、子どもの育ち支援システムが教育系システムと十分に連携されておらず、学校

の出欠状況や身長、体重などの学校保健データ等、こどもの健康に関する情報を保有していない

など、支援を行うに当たって新たな課題も出てきた。そのため、こどもの出欠状況や健康状態に

ついての情報は別途収集する必要があった。 

このような状況に鑑み、令和 4 年度の実証事業において、福祉系システムと教育系システムを

連携した上で、これまでの知見を活かして虐待リスクが高い傾向があると見込まれるこどもを多

面的に分析できる新統合システムを開発することで、虐待等の早期発見、事前予測を行うことを

目的に取組を行った。 

当該実証事業では、リスク判定ロジックを検討し終え、今後、システム上でリスクが高いと判

定されたこどもが実際にはどのような状況であるかといった分析を行う予定としている。また、

システムによる判定でリスクがあると判定されたこどもの件数が想定より多かったため、リスク

が高そうなこどもとして判定された中において、現在本市で支援の対象として把握しているこど

もがシステム上ではどのように判定されているのかといった分析を行いつつ、リスクポイントを

どの程度の閾値で設定するのか点数設定も含め今後の検討事項としている。 

また、教育委員会が市立 41 小学校で行う就学時の健康診断（以下「就学時健診」という。）に

おいて、発達障害を早期発見し、小学校入学後の円滑な支援等を行うことを目的に、「児童面接」

を悉皆で実施している。 

発達に課題を抱える児童の早期発見と入学以降の適切な支援に向けて、より詳細な情報を得る

ため、令和 4 年度は、モデル事業として 3 校を選定し、同校に就学予定の児童のうち、「児童面

接」の結果、支援を要する可能性がある児童を対象に、在籍園での生活や支援の状況を把握する

ため、市内統一の支援引継ぎ表を用いて、在籍園から情報収集し、各モデル校に情報提供を行う

取組を進めた。さらに、令和 5 年度は、モデル事業を継続しながらモデル校を 11 校に拡大し、近

い将来、全校への拡大についても検討を進めていく予定となっている。 

  



2 

 

図表１‐１ これまでの取組概要（虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１‐２ これまでの取組概要（発達に課題を抱える児童の早期発見と入学以降の支援等） 
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１.１.2 目的 

こうした背景の中、尼崎市における本実証事業の目的としては、昨年度の実証事業に係るもの

として、昨年度開発した新統合システムのリスク判定機能を活用し、今後取り組むこととしてい

たシステムの判定結果の精度等の検証を進めるとともに、児童ケースワーカーやスクールソーシ

ャルワーカー等によるプッシュ型支援（見守り支援の強化、支援方針の見直し等）を行うことで

虐待等の早期発見・早期支援につなげることが挙げられる。 

また、本実証事業での新たな取組として、就学時健診の結果から支援を必要とする可能性のあ

る児童の情報を在籍園から収集することにより、要支援児童の早期発見とともに小学校入学前か

ら入学以降の一貫した具体的な配慮や相談支援を展開し、対象児の転校や中学校、高等学校等へ

の円滑な支援の引継ぎをも可能とすることで、切れ目のない支援を実現し（縦の連携）、さらに、

保健・福祉との連携による個別支援や支援者支援に活用し、発達障害の早期発見・早期支援に向

けた教育・保健・福祉が連携した支援を可能とする体制構築を行う（横の連携）ことで、インク

ルーシブ教育システム構築に向けた取組をさらに推進させることを目的とするものである。 
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１.２ 実証事業の内容 

令和 4 年度に構築した新統合システムにおけるリスク判定や人による評価結果の検証とともに、

プッシュ型支援に向けた運用及びその効果検証等を実施する。 

また、現在、就学時健診の結果については、各小学校における帳票管理としているところ、本

実証事業において、新たに「就学前の子ども情報システム」を開発することで、就学時健診の「児

童面接」に係る各質問項目の結果を OCR で読取りデータ化するものとする。 

また、得られたデータを基に発達障害の早期発見に向けたスクリーニング基準を策定した上で、

システムにより在籍園への調査対象者の抽出と調査に係る帳票出力を行い、在籍園への調査を実

施することで、入学以降の一貫した相談支援等、切れ目のない支援を行う（縦の連携）。 

なお、当該在籍園への調査は、公立幼稚園・保育所だけでなく、今回の実証事業における民間

との情報連携として私立幼稚園・保育園等の在籍園に対しても園での生活や支援の状況を全市統

一の支援引継ぎ表により情報取得するものとする。 

さらに、就学時健診の児童面接結果に係るデータ、在籍園調査データ及び小学校入学後の支援

において策定される個別の教育支援計画等のデータ（校務支援システム：特別支援教育系）につ

ついて、福祉系システムである「新統合システム」とデータ連携することで、発達障害の早期発

見・早期支援に向けた教育・保健・福祉が連携した支援を可能とする体制を構築し（横の連携）、

インクルーシブ教育システム構築に向けた取組をさらに推進させるものとする。 

なお、これらの取組を進めるための具体的な実施事項は、図表１－３のとおりである。 

 

図表１‐３ 本年度の実証概要（本年度実施する部分についての整理） 

取組 

① 虐待等の課題を抱えていると見込まれる児

童への支援 

（令和 4 年度実証事業の継続分） 

② 発達障害（疑いを含む）等、就学における配

慮・支援等が必要と見込まれる児童への支援 

（令和 5 年度実証事業分） 

対象とする困難の 

類型 
虐待等 発達障害 

実証事項 ・新統合システムにおけるリスク判定や人による

評価結果の検証とともに、プッシュ型支援に向

けた運用及びその効果検証等を実施する。 

・新たに「就学前の子ども情報システム」を開発

し、就学時健診の「児童面接」に係る各質問項

目の結果をデータ化しながら、発達障害の早期

発見に向けて、第一次のリスク評価を行い、在

籍園（公立幼稚園・保育所に加え、私立幼稚園・

保育園の在籍園も含む）への調査により情報取

得し、同システムにより当該調査内容もデータ

化を実施する。 

・こうしたデータを活かし、小学校入学前から入

学以降の一貫した具体的な配慮や支援へつな

げる。 

・就学前の子ども情報システムから就学時健診等

に係るデータ、校務支援システムから個別の教

育支援計画に係るデータ、また、学齢簿管理等

システムからデータマッチングに必要なデー

タをそれぞれ新統合システムに取り込み、個別

支援や支援者支援に活用する。 
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本年度末のゴール ・支援が必要なこどもや家庭へ、困難な状況が発

生する前・重篤化する前にプッシュ型支援を実

施できている状態。 

・支援が必要なこどもや家庭へ、困難な状況が発

生する前・重篤化する前にプッシュ型支援を実

施できている状態。 

・また、発達に課題を抱えるこどもに対して、小

学校入学前から入学以降の一貫した支援とと

もに、保健・福祉と連携した支援が行えている

状態。 

データ連携・支援の

対象となるこどもの

範囲 

0~18 歳の尼崎市在住のこども 尼崎市内の小学校の全ての新入学生 

（就学後は、中学生（15 歳）まで。 

就学前は、6 歳までのこども） 

連携するデータ項目

の選定（2 章） 

・各データ項目は相談や通告を受けた場合、関係

機関への情報収集を行う頻度が高いものを選

定。 

・就学時健診の「児童面接」に係る各質問項目・

観察項目の選定。 

・支援引継ぎ表により小学校における支援を判断

するためのデータ項目の選定 

判定基準の検討 

（3 章） 

・支援を必要としているこどもに共通して見られ

る傾向のある 31 項目（システム自動連携の 15

項目及び人による調査に基づく 16 項目）をリ

スク判定の分析ロジックに用いる。 

・項目は、共通アセスメントツールと児童ケース

ワーカーや学校現場のこれまでの対応経験を踏

まえ決定。また、データ項目ごとに点数の重み

づけを行い、それらを合算することで、支援を

要する可能性のあるこどもの判定を行う。 

・判定は「システムによる判定」と「人による判

定」の 2 段階で実施。まずは、システムによる

判定として、31 項目の該当状況から支援を要す

る可能性が高いか低いかの判定を機械的に行

い、対象者を抽出する。 

・次に、システムによる判定で抽出されたこども

に対して、人による判定を行う。児童ケースワ

ーカーやスクールソーシャルワーカー、関係機

関等に情報共有を行い、対象者が支援を要する

状況にあるかどうかのアセスメントを進めるこ

とでさらに精査を行い、プッシュ型支援に繋げ

ていく。 

・就学時健診の「児童面接」に係る各質問項目

の結果をデータ化しながら、発達障害の早期

発見に向けて、別途策定予定のスクリーニン

グ基準により、第一次のリスク評価を同シス

テムで行い、在籍園への調査対象者に係る帳

票出力を実施。 

・評価項目ごとの重みづけを検討する。 

・就学時健診の児童面接結果及び在籍園からの

支援引継ぎ表の回答結果を基に、就学前に小

学校における支援を検討する対象とするため

の基準を検討する。 

個人情報の適正な取

扱いに係る整理 

（法的整理、手続き

等）（4 章） 

・関係機関内での目的外利用するデータについて

は、改正個人情報保護法第 69 条において担保

されている。 

・関係機関内での目的外利用するデータについて

は、改正個人情報保護法第 69 条において担保

されている。 

・民間事業者からの情報取得については、尼崎市

子どもの育ち支援条例第 16 条において担保さ

れている。 

システムの構築 

（システムの企画・

構築、 

判定機能の実装、安

全管理措置等）（5 章） 

・前年度実証事業において構築済み。 

（福祉系システムと教育系システムを連携した上

で、これまでの知見を活かしてリスクが高い傾

向があるこどもを多面的に分析できる「新統合

システム」） 

・小学校入学前から入学以降の一貫した教育現

場での支援の実現に向け、「就学前の子ども情

報システム」と「特別支援教育系」を構築。 

・また、既存の「新統合システム」に就学時健

診に係るデータ等を取り込み保健・福祉との

連携に活用。 
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データの準備（6 章） ・前年度実証事業において実施済み。 ・「就学前の子ども情報システム」を構築し、在

籍園のデータとの連携を実施する。 

・また、同システムのデータを、教育系システ

ムと福祉系システムのデータ連携を行う「新

統合システム」にデータ連携する。 

 

 

システムによる判定

の実施（7 章） 

・昨年度構築した「新統合システム」による判定

でリスクがあると判定されたこどもの件数は想

定より多く、1,300 件強であった。 

・そのうち、要保護児童対策地域協議会の管理対

象となっているこどもがどの程度いるのか、現

在本市で支援の対象と把握しているこどもがシ

ステム上ではどのように判定されているのか等

の分析を行いつつ精度の検証を行う。 

・また、リスクポイントをどの程度の閾値でリス

クありとするのかについて、点数設定も含め検

討を行う。 

・市内 11 校の小学校（モデル校）を対象に、就

学時健診の児童面接データを基に、在籍園へ

の追加調査が必要な児童を評価・分析する。 

・また、11 校のうち 2 校では、就学時健診の児

童面接を OCR 対応帳票で実施する。 

支援に向けた 

人による 

絞り込み（7 章） 

・「新統合システム」上でのシステムによる判定は

あくまで傾向値であり、その情報だけで実際に

その対象となるこどもが支援を要する状況にあ

るかを判断することは困難なため、人によるア

セスメントの機能を実装。 

・システムの判定により支援を要する可能性が高

いと思われるこどもについて、人による判定を

行う。日常的にこどもの様子を把握することが

困難な対象者については、児童ケースワーカー

が状況確認を実施。それ以外の対象者について

は、スクールソーシャルワーカーや関係機関等

へ情報共有の上見守りを強化し、支援を要する

状況にあるかどうかのアセスメントを進める。 

・在籍園の調査結果を小学校に提供。支援を要

する児童を判断する。 

データ連携により 

把握したこども等に

対する支援（7 章） 

・リスク判定の結果、ハイリスクとなる可能性の
あるこどもを事前に予測して児童ケースワーカ
ー、スクールソーシャルワーカー等と情報共有
することで、これまで以上に早期の適切な支援
を図るためのツールとして活用し、支援の量や
質の向上を目指す。 

・入学以降の一貫した支援を実施。 

・保健・福祉と連携し、発達相談支援（個別支

援、施設支援等）、児童ケースワーカー、スク

ールソーシャルワーカー等による支援等を実

施。 
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１.３ 実証事業を通じて実現を目指す業務プロセス 

本年度の実証事業を通じて、図表１－４及び図表１－５で示す支援業務プロセスの実現を目指

す。この支援業務プロセスでは、教育系システムと福祉系システムの連携により虐待等のこども

が抱えるリスクを判定・評価しプッシュ型支援を行うほか、就学時健診の児童面談結果により、

発達に課題を抱えている可能性のある児童を対象に支援引継ぎ表を活用した在籍園調査を行うこ

とで、小学校入学以降の一貫した支援や、保健・福祉と連携した支援を行う。 

 

図表１‐４ 本年度の実証を通じて実現を目指す、業務プロセスのイメージ 

（虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援） 
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図表１‐５ 本年度の実証を通じて実現を目指す、業務プロセスのイメージ 

（発達に課題を抱える児童の早期発見と入学以降の支援等） 
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１.４ スケジュール・実施体制 

１.４.１ スケジュール 

【虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援】 

「新統合システム」のリスク判定機能については、システム機能に係るプログラムの修正が

必要なことから、当該修正が完了次第、リスク判定等と分析を行うとともに、プッシュ型支援

の対象となるこどもの抽出を行っていくものとし、１２月下旬から１月にかけて対象者の抽出

を行い、その後、児童ケースワーカーやスクールソーシャルワーカー等によるプッシュ型支援

を行うスケジュールで進める。 

 

図表１‐６ 本実証のスケジュール（虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【発達に課題を抱える児童の早期発見と入学以降の支援等】 

今年度末までに「就学前の子ども情報システム」を開発するとともに、就学時健診の児童面

接の実施等について、同システム開発後は、次のとおりのスケジュールで進める予定である。 

ただし、令和 5 年度については、「就学前の子ども情報システム」が完成していないため、同

システムを用いてのデータ取り込み、在籍園への調査は行えないため、手作業でのデータ入力

を基にエクセル等を利用した分析を行う。 

なお、昨年度のスケジュールを踏まえると、１２月を目途に第一次のリスク評価を行った後、

在籍園に支援引継ぎ表による調査依頼及び支援引継ぎ表の回収を行うものとする。（別途、入学

前に小学校から在籍園への聞き取り調査が２月頃に始まるため、それまでに回収の予定である。） 
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① ９月１日現在の学齢簿をもとに就学時健診の対象児童を教育委員会から各小学校に名簿を送

付する。その際、児童面接結果記録表と在籍園名や就学時健診の出欠状況などを記入する名

簿も併せて送付する。 

② 各小学校において、就学時健診を実施し、児童面接結果記録表に児童面接の結果を、また名

簿に在籍園名と出欠状況を記入した上で、教育委員会に同記録表及び名簿を送付する。（１０

月～１１月） 

③ 教育委員会において、児童面接結果記録表を OCR で「就学前の子ども情報システム」に読み

込み、データ化するとともに、児童面接における不通過の項目を点数化し、発達の特性によ

り支援を要する可能性が高いと見込まれる児童を絞り込み、当該児童の支援引継ぎ表をシス

テムで出力し、在籍園に調査の依頼を行う。（１１月～１２月） 

④ 在籍園においては、支援引継ぎ表に必要事項を記入した上で、教育委員会に送付する。なお、

在籍園においては、教育委員会から依頼のあった児童以外で支援を要する児童についても、

支援引継ぎ表を作成し、併せて教育委員会に送付する。（１２月～１月） 

⑤ 教育委員会において、支援引継ぎ表を OCR で読み込み、データ化するとともに、就学時健診

の児童面接結果のデータと併せて、「新統合システム」とのデータ連携を行う。（１月～２月） 

⑥ 小学校の教員が、支援引継ぎ表をもとに在籍園に聞き取りを行い、入学後の支援方針等を検

討し、入学前に小学校と保護者・本人と面談する予定である。 

 

図表１‐７ 本実証のスケジュール（発達に課題を抱える児童の早期発見と入学以降の支援等） 
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１.４.２ 実施体制 

本事業では、こども政策監をプロジェクトリーダーに、福祉系システム検討チームと教育系シ

ステム検討チームの体制を中心に実施する。福祉系システム検討チームについては、令和４年度

の事業を中心的に担ってきたこども青少年局子どもの育ち支援センターいくしあ推進課が中心と

なり、教育系システム検討チームについては、教育委員会事務局学校教育部特別支援教育担当が

中心となり、本事業を統括する。（図表１－８） 

 

図表１‐８ 本実証の実施体制 

プロジェクトリーダー こども政策監 

検

討

チ

ー

ム 

 

福祉系システム検討チーム 

（新統合システム） 

教育系システム検討チーム 

（就学前の子ども情報システム、 

特別支援教育系） 

こども青少年局 

子どもの育ち支援センター 

いくしあ推進課、 

児童相談所設置準備担当 

教育委員会事務局 

学校教育部 

特別教育支援担当、保健体育課、 

学事企画課 

教育総合センター 

学校 ICT推進課、学び支援課 

役

割

分

担

等 

 

・福祉系システムへのデータ取り込みに

係るベンダーとの調整 

・データ内容項目の整理 

・収集した情報の分析 

・支援内容の検討 など 

 

・「就学前の子ども情報システム」の構築

に向けたベンダーとの調整 

・「特別支援教育系」からのデータ出力等

に係るベンダーとの調整 

・データ内容項目の整理 

・教育系情報（就学時健診、支援引継ぎ表）

のデータ収集に向けた学校・在籍園との

連携・調整等 

・収集した情報の分析 

・支援内容の検討 など 

ベ
ン
ダ
ー
等 

 

・シャープマーケティングジャパン㈱ ・西日本電信電話㈱ 兵庫支店 

・㈱菱友システムズ 

・ＮＴＴビジネスソリューション㈱ 
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図表１‐９ データを扱う主体、役割（虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援） 

カテゴリ 団体・部署 担う役割 

総括管理主体 こども青少年局 子どもの育ち支援センター 

児童相談所設置準備担当 

・事業の統括 

保有・管理主体 （令和 4 年度実証事業に係るデータ連携） 

教育委員会事務局 教育総合センター 

学び支援課 

教育委員会事務局 学校教育部 

保健体育課 

（令和 3 年度以前からのデータ連携） 

こども青少年局 子どもの育ち支援センター 

いくしあ推進課、こども相談支援課 

教育委員会事務局 学校教育部 

こども教育支援課 

その他連携データに係るシステム所管部署 

・データ内容項目の整理 

・データ収集に向けた関

係機関・団体との連携・

調整 

分析主体 こども青少年局 子どもの育ち支援センター 

こども相談支援課 

・収集した情報の分析 

活用主体 こども青少年局 子どもの育ち支援センター 

いくしあ推進課、こども相談支援課 

教育委員会事務局 学校教育部 

こども教育支援課 

・支援内容の検討 

※ 詳細は、後述の図表５－２を参照のこと 

 

図表１‐１０ データを扱う主体、役割（発達に課題を抱える児童の早期発見と入学以降の支援等） 

カテゴリ 団体・部署 担う役割 

総括管理主体 （就学前の子ども情報システム） 

教育委員会事務局 学校教育部 

特別支援教育担当 

（新統合システム） 

こども青少年局 子どもの育ち支援センター 

児童相談所設置準備担当 

・事業の統括 

保有・管理主体 （就学前の子ども情報システム・特別支援教育系） 

教育委員会事務局 学校教育部 

特別支援教育担当 

・データ内容項目の整理 

・データ収集に向けた関

係機関・団体との連携・

調整 

分析主体 （就学前の子ども情報システム） 

教育委員会事務局 学校教育部 

特別支援教育担当 

・収集した情報の分析 

活用主体 教育委員会事務局 学校教育部 

特別支援教育担当、小学校・中学校 

こども青少年局 子どもの育ち支援センター 

いくしあ推進課、こども相談支援課 

教育委員会事務局 学校教育部 

こども教育支援課 

・支援内容の検討 

※ 詳細は、後述の図表５－２を参照のこと  
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１.５ 本実証に要する費用 

本事業の実施に必要となる費用は、図表１－１１のとおりであり、「就学前の子ども情報システ

ム」の構築費用が 18,700,000 円（西日本電信電話株式会社兵庫支店）、「校務支援システム（特別

支援教育系）」における「新統合システム」へのデータ書き出しツールのカスタマイズ費用が

1,320,000 円、令和４年度の実証事業で構築した「新統合システム」に「就学前の子ども情報シス

テム」及び「校務支援システム（特別支援教育系）」（株式会社菱友システムズ）からデータを取

り込む等の機能追加及びシステム改修費が 11,632,500 円（シャープマーケティングジャパン株式

会社）、AI-OCR with DX Suite の利用料が 440,000 円及び実証事業の再委託に係る経費が

2,475,000 円となっている。 

 

図表１‐１１ 本実証の見積費用 

No. 費用項目 費用概算（税込み） 

1 就学前の子ども情報システム構築費 18,700,000 円 

2 校務支援システム 

 データ書き出しツールカスタマイズ費 

1,320,000 円 

3 新統合システムへの機能追加及び改修費 11,632,500 円 

4 AI-OCR with DX Suite 利用料 440,000 円 

5 実証事業再委託に係る経費 2,475,000 円 

合計 34,567,500 円 

 

（参考：本事業における役割分担） ※ 甲：尼崎市、乙：システムベンダー、丙：株式会社野村総合研究所 

 項目 主作業者 

１ 全体の進捗管理 丙 

２ 実施体制・管理主体・法的整理の検証 主作業者：甲 

※乙は主作業者が行う業務の協力を行う 

３ データ連携による判定機能の検証 主作業者：甲 

※乙は主作業者が行う業務の協力を行う 

４ プッシュ型支援の検証 主作業者：甲 

※乙は主作業者が行う業務の協力を行う 

５ ２～４の実施に当たり必要となるシステムの構築・運用 甲・乙 

６ 業務実施計画書の策定 丙 

※甲・乙は事業計画の提供その他の必要な協力を行う 

７ 業務管理の実施及びこども家庭庁への報告 丙 

※こども家庭庁は、甲・乙に直接これらを求めることがある 

８ 採択団体の事業計画への助言及びこども家庭庁へのレビュー報告 丙 

９ 報告書作成 丙 

※甲・乙は検証結果の提供その他の必要な協力を行う 
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第２章 連携するデータ項目の選定 

２.１ 必要なデータ項目の検討・取得可能性調査 

【①虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援】 

令和 4 年度の実証事業において、必要となるデータ項目の検討等については既に実施済みであ

るが、連携するデータ項目の選定に当たっては、個人情報であることから必要最小限の情報とし

たほか、厚生労働省の「在宅支援共通アセスメント・プランニングシート利用解説書」等を参考

に、児童ケースワーカーや学校現場でのこれまでの対応経験を踏まえて決定した。 

（詳細は、「こどもに関する各種データの連携による支援実証事業（地方公共団体におけるデー

タ連携の実証に係る調査研究）各採択団体における成果報告書 尼崎市」の「3.1 取得・共有・

分析するデータ項目」を参照のこと。） 

 

【②発達障害（疑いを含む）等、就学における配慮・支援等が必要と見込まれる児童への支援】 

 就学時健診の「児童面接」においては、令和 2 年度から質問項目を全市で統一するとともに、

個別面接から集団面接に変更し、発達に係るスクリーニング調査の役割をもたせている。質問項

目については、公益財団法人日本学校保健会が作成している「就学時の健康診断マニュアル」内

に記載のある、児童面接に関するマニュアルを踏まえて、教育委員会・校長会代表・いくしあ推

進課が参加している「就学相談に向けた就学時健診における児童面接内容の検討会」にて、項目

を選定した。さらに、就学時健診結果を集計し、児童の通過率などを参考に検討・修正し、小学

校や問題により差異が少なくなるようにしている。こうして今年度も実施した、就学時健診の「児

童面接」にて質問に対して不正解となった項目、並びに行動観察項目でチェックがついた子ども

のデータを集約し数値化している。 

昨年度は、質問項目・行動観察項目のすべてにおいて 1 つでも不通過だった児童を支援対象者

として仮定し在籍している園へ「支援引継ぎ表」を使用した調査を行ったが、該当する児童が 45％

にのぼったこと、入学後に明らかな支援対象ではない児童も含まれていたことから、今年度は、 

・質問項目・行動観察項目のうち、2 項目以上が不通過だった児童。 

・質問項目のうち、発達段階がより低い段階で通過するはずの項目 3 つに不通過だった児童。 

のいずれかに該当した場合は、調査対象者とすることを、前述の検討会議で決定した。 

在籍園への調査で用いる「支援引継ぎ表」についても、前述の検討会議において、就学前に身

に着けておきたい生きる力を「生活する力（食事や排泄、身辺整理）」、「学ぶ力（運動能力や文字・

数への興味、聞く・話す力）」、「人とかかわる力（友達関係や集団への参加）」の３つに分類し、質

問項目を選定した。 
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２.２ データ項目の選定結果 

【①虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援】 

令和 4年度の実証事業では、連携するデータ項目として 31項目を選定していたが、このうち

データ項目「ひとり親」に関しては、当初住民票のデータから母子家庭又は父子家庭を抽出す

る予定であったが、今年度、リスク判定結果を検証していく中で、実際の住民登録が様々な形

でなされていることから、世帯構成（続柄等）から機械的に判定することが困難なことが分か

ったため、連携するデータ項目を「ひとり親」から「児童扶養手当受給世帯」に変更した。（図

表２‐１） なお、保存期間の設定は、今後の検討課題である。 

 

図表２‐１ データ項目の選定結果 

No 連携したデータ項目 保有・管理主体 本事業におけるシステム等での保存期間 

1 健診受診状況 健康増進課 現在検討中 

2 児童扶養手当受給世帯 こども福祉課 現在検討中 

3 生保受給世帯 北部保健福祉管理課・

南部保健福祉管理課 

現在検討中 

4 虫歯の本数 保健体育課 現在検討中 

5 障害認定（本人） 障害福祉政策担当 現在検討中 

6 障害認定（保護者） 障害福祉政策担当 現在検討中 

7 若年出産 健康増進課 現在検討中 

8 多子世帯 市民課 現在検討中 

9 多胎児 市民課 現在検討中 

10 ０歳児 市民課 現在検討中 

11 未就園児 こども入所支援担当 現在検討中 

12 出席比率 学び支援課 現在検討中 

13 身長 保健体育課 現在検討中 

14 体重 保健体育課 現在検討中 

15 連続欠席日数 学び支援課 現在検討中 

16 相談歴 いくしあ各課 現在検討中 

17 非嫡出子 いくしあ各課 現在検討中 

18 未熟児 いくしあ各課 現在検討中 

19 乳幼児全戸訪問未実施 いくしあ各課 現在検討中 

20 妊娠届の提出 いくしあ各課 現在検討中 

21 妊婦健診不定期受診 いくしあ各課 現在検討中 

22 転入転出歴多数 いくしあ各課 現在検討中 

23 婚姻していない いくしあ各課 現在検討中 

24 一時保護歴がある いくしあ各課 現在検討中 
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25 出生した場所に問題が

ある 

いくしあ各課 現在検討中 

26 発育不良 いくしあ各課 現在検討中 

27 母子健康手帳交付なし いくしあ各課 現在検討中 

28 各種行政福祉サービス

を適切に受けていない 

いくしあ各課 現在検討中 

29 DV の通告歴がある いくしあ各課 現在検討中 

30 きょうだいの虐待歴が

ある 

いくしあ各課 現在検討中 

31 ステップファミリー いくしあ各課 現在検討中 

 

（参考） 

No.1～15はシステムにより自動的にデータ連携がなされるため、人によるシステム入力は不

要である。なお、No.16～31は人による調査に基づくデータ項目であり、人によるシステム入力

を必要とするが、入力によってシステム上のデータ項目としてデータ処理が可能なため、リス

ク判定処理に用いることができる項目である。 

 

【②発達障害（疑いを含む）等、就学における配慮・支援等が必要と見込まれる児童への支援】 

今回の実証事業で連携するデータ項目を図表２－２のとおり選定した。 

前節（2.1）で記載のとおり、市が実施する就学時健診の「児童面接」や「支援引継ぎ表」に

よる在籍園調査の結果であるため、全てのデータ項目について連携可能であった。ただし、今

年度は協力を得られた一部の学校や在籍園を対象としたモデル実施だったため、対象を拡大す

ることで支障が生じた場合や、本事業を継続する中でより要支援児童の早期発見に繋がる項目

が見出された場合にはデータ項目の見直しを検討する。 

なお、保存期間については個別の教育支援計画の作成対象である中学校卒業まで（9 年間）に

設定した。 

 

図表２‐２ データ項目の選定結果 

 

 

  

児童面接や支援引継ぎ表の項目の公表により 

正確な面接の実施や情報の取得に支障をきたすため、 

データ項目は非公表とする。 
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第３章 判定基準の検討 

【①虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援】 

今年度、判定基準の検討を進める中で、データ抽出にかかるフローを見直した。 

当初は、データ項目のうち、システム自動連携の１５項目（「図表２‐１ データ項目の選定

結果」No.1～No.15 の項目）をシステムによる判定として「１次判定」、人による調査に基づく

１６項目（「同表」No.16～31 の項目）を人による判定として「２次判定」と定義し、１次判定

で抽出されたこどもに対して２次判定を行い、最終的に「人による調査」を行う３段階のフロ

ーを想定していた。 

しかし、検討を進める中で、人による調査に基づく１６項目のみに該当するこどもも支援を

要する状況にある可能性があることから、１次判定の時点で抽出対象となるようにフローを改

めることとした。具体的には、当初「１次判定」「２次判定」と定義していたものを合わせて「シ

ステムによる判定」とし、「システムによる判定」と「人による判定」の２段階の判定フローと

した。（図表３‐１ 判定基準の設計の過程を参照のこと。） 

判定基準の検討に当たっては、昨年度の検討を踏まえ、データ項目ごとに点数の重みづけを

行い、それらを合算することで、支援を要する可能性のあるこどもの判定を行う形とした（図

表３‐２）。また、点数の設定においては、現場で支援を行う児童ケースワーカーの知見を参考

に、虐待等の課題を抱えていると見込まれるこどもの早期発見においては、日常的にこどもの

様子やその変化を確認できる環境にあるかどうかが非常に重要であるため、これらに関するデ

ータ項目の点数を高く設定する方針とした。 

こうした観点から、昨年度に続き判定基準の検討を進める中で、就学前のこどもにおいては、

判定基準におけるデータ項目のうち、「未就園児（年長）」「未就園児（年中）」「健診受診状況（３

歳６か月児健康診査未受診）」を重視することとし、また、就学後のこどもにおいては、判定基

準におけるデータ項目のうち、「出席比率（１０％以下）」「身長（－２ＳＤ以下）」「体重（－２

ＳＤ以下）」を重視することとした。 

具体的には、就学前のこどものリスク判定に用いる各データ項目の点数設定に関して、「未就

園児（年長）」及び「未就園児（年中）」については、日常的にこどもの様子やその変化を確認で

きないことや、就学前に保護者が適切な集団生活を経験させていない可能性があることからリ

スクが高いと判断し、各々４０点を設定することとした。なお、検討当初は「未就園児（年長）」

を４０点、「未就園児（年中）」を２０点に設定することとしていたが、将来的に「未就園児（年

長）」となり得る対象者を広く把握するため、検討の結果「未就園児（年中）」も４０点と設定

することとした。また、「健診受診状況（３歳６か月児健康診査未受診）」の点数設定について

は、保護者が適切な時期に健康診査を受診させないことや、乳幼児健康診査の最終の機会にお

いてこどもの現認ができていないことからリスクが高いと判断し、５点と設定することとした。 

さらに、就学後のこどものリスク判定に用いる各データ項目の点数設定に関して、「出席比率

（１０％以下）」については、日常的にこどもの様子やその変化を確認できないことや、保護者

が適切に教育を受けさせていない可能性があることからリスクが高いと判断し、９９点を設定

した。また、「身長（－２ＳＤ以下）」「体重（－２ＳＤ以下）」については、成長に必要な栄養が
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十分摂取されない生活環境にある可能性があることからリスクが高いと判断し、各々９９点を

設定した。 

このように判定基準におけるデータ項目それぞれに点数設定をした後、「新統合システム」で

実際にリスク判定処理を行い、虐待等の課題を抱えていると見込まれるこどもを抽出するため

の閾値として、就学前のこどもにおいては、「未就園児（年長）」もしくは「未就園児（年中）」

に該当し、かつ「健診受診状況（３歳６か月児健康診査未受診）」に該当する児童を抽出するこ

とから基準点を４５点に設定し、また、就学後のこどもにおいては、「出席比率（１０％以下）」

「身長（－２ＳＤ以下）」「体重（－２ＳＤ以下）」のいずれか１つ以上に該当するこどもを抽出

することから、基準点を９９点に設定し、基準点を超える点数のこどもを抽出することとした。 

ただし、システム処理によるリスク判定結果のみでは実際に支援を要する状況にあるか否か

の判断は困難であるため、抽出された対象者については、人によるアセスメントが欠かせない

と判断した。そのため、児童ケースワーカーやスクールソーシャルワーカー、関係機関等に情

報提供を行い、対象者が支援を要する状況にあるかどうかのアセスメントを進めることでさら

に精査を行いながら、プッシュ型支援に繋げていくこととした。 

 

図表３‐１ 判定基準の設計の過程 

フローの変更 
        

          

＜変更前＞ 
   

＜変更後＞ 
   

          

 
悉皆データ（０～１８歳）  悉皆データ（０～１８歳） 

 

 
▼  ▼ 

 

 

１次判定：システムによる判定 

（システム自動連携の１５項目） 

 
 

 

システムによる判定（３１項目） 

 

システム自動連携の 15 項目 

＋ 

人による調査に基づく 16 項目 

 

 
▼  

 

 

２次判定：人による判定 

（人による調査に基づく１６項目） 

 

 

 
▼  ▼ 

 

 

人による調査  人による判定 
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図表３‐２ 本実証で採用した判定基準の概要 

リスク判定項目の点数設定 

＜システム自動連携の１５項目＞ 

９９点 ４０点 １０点 ５点 １点 

★出席比率 
●未就園児 

（年長） 

●未就園児 

（年少） 

●健診 

（３健未受診） 

●健診 

（その他） 
若年出産 

★身長 
●未就園児 

（年中） 
－ － 

児童扶養手当受

給世帯 
多子世帯 

★体重 － － － 生活保護世帯 多胎児 

－ － － － ★虫歯 ●０歳児 

－ － － － 障害 
★連続欠席 

日数 

－ － － － 保護者障害 － 

●…未就学児童のみが対象の項目 

★…小中学生のみが対象の項目 

      

＜人による調査に基づく１６項目＞ 

９９点 １０点 １点 

一時保護歴がある 相談歴 非嫡出子 婚姻していない 

DV の通告歴がある 転入転出歴多数 未熟児 
出生した場所に

問題 

きょうだいの虐待歴がある 発育不良 
乳幼児全戸訪問

未実施 

母子健康手帳交

付なし 

－ 
行政福祉サービスを適切に 

受けていない 
妊娠届の提出 

ステップ 

ファミリー 

－ － 
妊婦健診 

不定期受診 
－ 
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（プッシュ型支援に係る事務フロー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜事務フローについて＞ 

① 市内在住の０歳～１８歳のこどもに対してシステムによる判定を行い、点数が付与された対象者を抽出する。 

② 対象者が要保護児童対策地域協議会の管理ケースの場合、同協議会で支援方針の継続又は見直しを検討する。

（フローＡ、Ｂ） 

③ 対象者が要保護児童対策地域協議会の管理ケースではない場合で、基準点未満に該当するこどもは、現時点で

早期支援の必要性が低いものと判断し、対応を終了する。（フローＦ、Ｈ） 

④ 対象者が要保護児童対策地域協議会の管理ケースでなく、かつ基準点以上に該当するこどもについて、０歳～

年少児に該当するこども（フローＣ）、年中・年長児で所属があるこども（フローＤ）、就学後のこども（フロー

Ｇ）は、関係機関や所属へ情報提供し、人による判定を依頼する。なお、年中・年長児で所属がないこども（フロ

ーＥ）は、リスクが高い可能性があるため、児童ケースワーカーが状況確認をしたうえで、人による判定を行う。 

⑤ 人による判定の結果、支援の必要があると考えられる場合は、要保護児童対策地域協議会に報告し、受理会議

で支援方針を検討する。なお、受理会議にて、要支援又は要保護と判断された場合は、要保護児童対策地域協議会

の管理ケースとして支援を行うものとし、現時点で支援の必要がないと判断された場合又は現時点で判断がつか

ない場合は、引き続き関係機関等での見守りを依頼しながら、支援を要する状況を把握した際には関係機関から

の報告等を受けることで、再び要保護児童対策地域協議会に報告の上、受理会議で支援方針を検討する。 

悉皆データ(0～18歳）

システムによる判定

リスク項目該当なし リスク項目該当あり

要対協計上あり 要対協計上なし

状況変化あり 状況変化なし
就学後就学前

基準点(45点)以上

0歳～年少

終了
(現時点で早期支援の
必要性が低いため)

支援方針の見直し
を検討

支援方針の継続

基準点(45点)未満

終了
(現時点で早期支援の
必要性が低いため)

終了
(現時点で早期支援の
必要性が低いため)

基準点(99点)未満基準点(99点)以上

年中・年長児

所属あり

所属なし

別データと突合

所属なし

人による判定 ／ 所属もしくは関係機関と情報共有、対応協議

支援の必要あり 現時点で支援の必要なし
または

現時点で判断がつかない

引き続き所属、関係機関
での見守りを依頼

所属・関係機関から
「支援を要する子どものシート」

提出

要対協 受理会議へ
（支援方針の検討）

支援を要す
る状況を把
握した場合

Ａ Ｂ

Ｃ

Ｄ Ｅ

Ｆ Ｇ Ｈ

・居所不明児童のデータ
※通所サービス利用はシス
テム上所属ありとみなす
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図表３‐３ 判定に用いたデータ項目それぞれの採用理由 

判定に用いたデー

タ項目 

判定に用いるために 

実施した処理 
判定に用いた理由 

健診受診状況 ３歳６か月児健康診査

未受診児に５点、 

それ以外の健診（３か

月児・９-１０か月児・

１歳６か月児健康診

査、２歳歯科健康診査）

未受診児にそれぞれ１

点を設定 

保護者が適切に乳幼児健康診査を受診させてい

ないことがネグレクトを疑うリスク要因になる

ことから、関連性があると判断した。 

児童扶養手当受給

世帯 

児童扶養手当を受給し

ている世帯に１点を設

定 

一般家庭に比べ、ひとり親で経済的不安を抱え

ている世帯は、精神的余裕の欠如につながるこ

とが多く、また、パートナー等の存在により虐待

リスクが高まりやすい傾向にあることから、関

連性があると判断した。 

生活保護受給世帯 生活保護を受給してい

る世帯に１点を設定 

経済困窮により養育環境が十分に整わないこと

があることから、関連性があると判断した。 

虫歯の状況に問題

がある 

歯科健診において虫歯

が５本以上あるこども

に１点を設定 

保護者が適切にこどもを医療受診させないこと

がネグレクトを疑うリスク要因になることか

ら、関連性があると判断した。 

障害認定 障害者手帳を取得して

いるこどもに１点を設

定 

こども自身の障害による育てにくさから虐待に

発展するリスクが高まる可能性があることか

ら、関連性があると判断した。 

保護者障害認定 障害者手帳を取得して

いる保護者に１点を設

定 

保護者自身の障害によりこどもがヤングケアラ

ーになり得るリスクが高まる可能性があること

から、関連性があると判断した。 

若年出産 １８歳以下で出産して

いる保護者に１点を設

定 

若年ゆえに保護者の養育能力に不安があり不適

切養育になり得ることから、関連性があると判

断した。 

多子世帯 きょうだいが５人以上

いるこどもに１点を設

定 

きょうだいが多い世帯では保護者が十分にこど

も一人ひとりの養育ができないリスクが高まる

ことから、関連性があると判断した。 

多胎児 多胎児（２人以上）に１

点を設定 

多胎児育児は保護者への負担が大きく、育児不

安や余裕のなさから虐待に発展するリスクが高

まる可能性があることから、関連性があると判

断した。 

０歳児 ０歳児に１点を設定 0 歳児育児は保護者への負担が大きく、育児不

安や余裕のなさから虐待に発展するリスクが高

まる可能性があることから、関連性があると判

断した。 

未就園児 未就園児（年長）に４０

点、未就園児（年中）に

４０点、未就園児（年

少）に１０点を設定 

就学前のこどもで所属がない場合、日常的にこ

どもの様子やその変化を確認する機会がないこ

と、こどもの現認が困難となること、また、就学

前に保護者が適切な集団生活を経験させていな

い可能性があることにより養育上のリスクが高

まることから、関連性があると判断した。 
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出席比率 出席比率が１０％以下

のこどもに９９点を設

定 

出席比率が低い場合、日常的にこどもの様子や

その変化を確認する機会がないこと、こどもの

現認が困難となること、保護者が適切に教育を

受けさせていない可能性があることから、関連

性があると判断した。 

身長 身長が－２ＳＤ以下で

あるこどもに９９点を

設定 

成長に必要な栄養が十分摂取されない生活環境

にある可能性がある等、ネグレクトに起因した

低身長の可能性があることから、関連性がある

と判断した。 

体重 体重が－２ＳＤ以下で

あるこどもに９９点を

設定 

成長に必要な栄養が十分摂取されない生活環境

にある可能性がある等、ネグレクトに起因した

低体重の可能性があることから、関連性がある

と判断した。 

連続欠席日数 連続欠席が７日以上の

こどもに１点を設定 

連続欠席日数が多い場合、こどもの現認が困難

となり居所不明児童になり得ることから、関連

性があると判断した。 

相談歴 過去に一度でも相談歴

のあるこどもに１０点

を設定 

行政への相談歴がある児童は、保護者がこども

への困難を抱えている可能性があることから、

関連性があると判断した。 

非嫡出児 非嫡出子に該当するこ

どもに１点を設定 

非嫡出子は、出生時の保護者の状況に何らかの

事情があった可能性があることから、関連性が

あると判断した。 

未熟児 未熟児で出生したこど

もに１点を設定 

未熟児で出生したこどもは、保護者が養育に困

難さを感じる可能性があることから、関連性が

あると判断した。 

乳幼児全戸訪問未

実施 

乳幼児全戸訪問未実施

のこどもに１点を設定 

乳幼児全戸訪問未実施の世帯は、保護者が行政

等他者のかかわりに拒否的である可能性がある

ことから、関連性があると判断した。 

妊娠届の提出 妊娠届の提出がなかっ

たこどもに１点を設定 

妊娠届の提出がないまま出生したこどもは、妊

娠・出産にあたり保護者が何らからの事情を抱

えていた可能性があることから、関連性がある

と判断した。 

妊婦健診不定期受

診 

妊婦健診を適切に受診

しない状態で出生した

こどもに１点を設定 

妊婦健診を適切に受診しない場合、妊娠・出産に

あたり保護者が何らからの事情を抱えていた可

能性があることから、関連性があると判断した。 

転入転出歴多数 ６ヶ月以内に２回以上

の転居歴のあるこども

に１０点を設定 

転入転出歴が多いこどもは、居所が安定せず、居

所不明になる可能性があることから、関連性が

あると判断した。 

婚姻していない 保護者と婚姻していな

いパートナーと一緒に

生活しているこどもに

１点を設定 

保護者と婚姻していないパートナーと一緒に生

活しているこどもは、保護者が何らかの事情を

抱えている可能性があることから、関連性があ

ると判断した。 

一時保護歴がある 過去に一度でも一時保

護されたことがあるこ

どもに９９点を設定 

過去に一度でも一時保護されたことがあるこど

もは、保護者による虐待の再発リスクがあるこ

とから、関連性があると判断した。 

出生した場所に問

題（墜落産、飛び込

み出産など） 

墜落産や飛び込み出産

等、出生した場所に問

題があったこどもに１

点を設定 

出生した場所に問題があったこどもは、妊娠・出

産にあたり保護者が何らからの事情を抱えてい

た可能性があることから、関連性があると判断

した。 
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発育不良 発育不良と判断される

こどもに１０点を設定 

発育不良と判断されるこどもは、保護者が養育

に困難さを感じる可能性があることから、関連

性があると判断した。 

母子健康手帳交付

なし 

母子健康手帳の交付が

ないこどもに１点を設

定 

母子健康手帳の交付がないこどもは、妊娠・出産

にあたり保護者が何らからの事情を抱えていた

可能性があることから、関連性があると判断し

た。 

各種行政福祉サー

ビスを適切に受け

ていない 

必要な行政福祉サービ

スを適切に受けていな

いこどもに１０点を設

定 

必要な行政福祉サービスを適切に受けていない

こども（※）は、保護者が支援に拒否的である可

能性があることから、関連性があると判断した。 

※ 障害福祉サービスの利用申請手続きができ

ておらず必要な療育を受けていないこども、

全額公費負担の定期予防接種を受けていない

こども 

DV の通告歴があ

る 

過去に１度でも DV で

の通告歴のあるこども

に９９点を設定 

DV の通告歴のあるこどもは、DV の再発リスク

があることから、関連性があると判断した。 

きょうだいの虐待

歴がある 

きょうだいに虐待の通

告歴があるこどもに９

９点を設定 

きょうだいに虐待の通告歴があるこどもは、自

身も虐待を受けるリスクがあることから、関連

性があると判断した。 

ステップファミリ

ー 

ステップファミリーの

こどもに１点を設定 

ステップファミリーのこどもは、親子関係の不

和等により家庭内で問題を抱えている可能性が

あることから、関連性があると判断した。 

 

（参考情報） 

当初、判定に用いるデータ項目に「ひとり親」を想定していたが、住民票のデータから母子

家庭又は父子家庭を判断することが困難であった。そのため、項目を「ひとり親」から「児童

扶養手当受給世帯」に変更した。 

 

 

【②発達障害（疑いを含む）等、就学における配慮・支援等が必要と見込まれる児童への支援】 

就学時健診児童面接結果による判定（在籍園調査対象者の絞り込み）基準については、現在

庁内に設置している就学時健診に関する検討会において検討を行っている。令和 5 年度のモデ

ル校では、前年度の在籍園調査結果や入学後の児童の様子を踏まえ、児童面接の全 14 項目の中

から発達障害と特に関連性が高いと思われる項目を 3 つ選定し、全項目のうち 2 つ以上が不通

過、もしくは特に関連性が高いと思われる 3 項目のうちいずれかが不通過の場合に在籍園調査

を行うこととした。 

また、在籍園調査結果の判定基準については今後検討予定だが、令和 5 年度の調査結果では、

何かしらの支援状況や困りごとに関する記載があった場合に在籍園においても一定の配慮や支

援を必要としているとして集計したところ、全体の約 91%が該当した。 

なお、この判定基準については、児童面接結果、在籍園調査結果や入学後の児童の支援状況

に関するデータ（個別の教育支援計画）を次年度以降も継続的に集約・分析することで、随時

見直しを図っていく予定である。 
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図表３‐４ 判定基準の設計の過程 

 

 

図表３‐５ 本実証で採用した判定基準の概要 

 

 

 

 

 

図表３‐６ 判定に用いたデータ項目それぞれの採用理由 

  

＜令和4年度＞ ＜令和5年度＞

モデル校（3校） モデル校（11校）

▼ ▼

就学時健診
児童面接結果による判定

（全項目で1つでも不通過）

就学時健診
児童面接結果による判定

全項目で2以上不通過
もしくは

特定の3項目が不通過

▼ ▼

在籍園調査 在籍園調査

※在籍園調査結果による判定は今後検討予定

全体の約17%全体の約45%

児童面接や支援引継ぎ表の項目の公表により 

正確な面接の実施や情報の取得に支障をきたすため非公表とする。 

児童面接や支援引継ぎ表の項目の公表により 

正確な面接の実施や情報の取得に支障をきたすため非公表とする。 
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第４章 個人情報の適正な取扱いに係る整理 

４.１ 個人情報の取扱いに係る法的整理 

4.1.1 法的整理にあたっての検討事項 

（虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援） 

本市では、従来個人情報を適切に運用するために尼崎市個人情報保護条例を定めるとともに

遵守してきたが、実証事業におけるデータ連携する情報は個人情報であり、保有個人情報の目

的外利用及び外部提供に該当するため、法令に基づく整理を行う必要があった。 

その整理の拠り所となったのが、平成 21 年 12 月に制定した、こどもの支援が必要な場合に

限り、市長及び尼崎市教育委員会において保有個人情報の目的外利用及び外部提供を認める「尼

崎市子どもの育ち支援条例」である。「尼崎市子どもの育ち支援条例」の改正と「尼崎市子ども

の育ち支援条例第 18 条に規定する情報を定める規則」の創設によって、令和 4 年度実証事業開

始時点において、関係者とのデータ共有は可能であったが、新たに教育系システムである校務

支援システムと保健管理システムからのデータを連携することになったため、当該内容につい

ては「尼崎市子どもの育ち支援条例第 18 条に規定する情報を定める規則」に、令和 5 年 2 月 7 

日規則第 1 号にて条項を追加することで対応した。 

また、個人情報の保護に関する法律が改正（施行日：令和 5 年 4 月 1 日）され、地方公共団

体についても同法の適用対象となったことから、尼崎市個人情報保護条例を廃止（施行日：令

和 5 年 4 月 1 日）するとともに、尼崎市子どもの育ち支援条例第 18 条の規定内容については

同法に包含されるものであるとの判断から、令和 5 年 4 月 1 日施行で「尼崎市子どもの育ち支

援条例」の第 18 条を削除し、「尼崎市子どもの育ち支援条例第 18 条に規定する情報を定める

規則」を廃止し、同規則の内容については「尼崎市子どもの育ち支援条例に基づく要支援の子

どもに対する支援を適切に実施するため目的外利用する個人情報を定める要綱」に規定するこ

ととした。 

なお、尼崎市では、実証事業に先立ち子どもの育ち支援システムにおいて、庁内各システム

とのデータ連携を行っていたことから、その他の検討を要する状況にはなかったものであり、

実証事業における教育委員会から市長部局への個人情報の提供に係る手続き及び「新統合シス

テム」の開発・運用等に関しては、「尼崎市情報セキュリティポリシー」に基づき適正に運用し

ているものである。 

 

（発達に課題を抱える児童の早期発見と入学以降の支援等） 

【就学前の子ども情報システム】 

本実証事業の前年、令和４年度にモデル校において支援が必要なこどもについて在籍園から

の情報取得し、その情報を小学校に提供することについては、尼崎市子どもの育ち支援条例第

において担保されているとしていたことから、「就学前の子ども情報システム」を活用するこ

とについても同様に整理した。また、就学時健診については、本市においては、保健体育課が

各小学校を会場として学校医と当該教職員が実施し、児童面接結果等も各小学校において保管
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し、実施報告を保健体育課に提出することとしている。そのため、特別支援教育担当課から保

健体育課に個人情報の目的外利用について申請し、各小学校から児童面接結果についての情報

提供を受けることとする方向で検討している。 

 

【新統合システム】 

令和５年度実証事業で新たにデータ連携を行う就学時健診面接結果や在籍園での支援状況と

いった情報についても、個人情報であり保有個人情報の目的外利用及び外部提供に該当するこ

とから、昨年度実証事業で既にデータ連携している情報と同様に、「個人情報の保護に関する法

律」や「尼崎市子どもの育ち支援条例」、「尼崎市情報セキュリティポリシー」等に基づく適切

な運用を行っていく。 

なお、「尼崎市子どもの育ち支援条例に基づく要支援の子どもに対する支援を適切に実施する

ため目的外利用する個人情報を定める要綱」への規定については、本実証事業を進める中でデ

ータ連携項目が確定し次第実施する予定である。 

 

4.1.2 法的整理の進め方・体制 

（虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援） 

上記のとおり、令和 4 年度の実証事業の開始時点において「尼崎市子どもの育ち支援条例」

改正（第 18 条）及び「尼崎市子どもの育ち支援条例第 18 条に規定する情報を定める規則」が

制定されていたため、データ連携に係る法的整理を庁内関係課により検討後、庁内関係課によ

りリスク判定に必要な最小限の個人情報について検討し、その検討結果に基づき、実証事業に

おいて連携を行う情報内容について、同規則において定めるため、同規則の一部改正を行った。 

なお、同条例の改正（第 18 条）にあたっては、尼崎市議会にて承認を得ているものであり、

個人情報保護審議会の諮問に関しては、尼崎市議会の承認を得ていたため、同審議会への報告

のみで可となった経緯がある。 

 

（発達に課題を抱える児童の早期発見と入学以降の支援等） 

【就学前の子ども情報システム】 

昨年度のモデル校実施及び前項（4.1.1）で記載の「個人情報の保護に関する法律」の改正

に伴う対応により、令和５年度実証事業の開始時点で一定の法的整理がなされていることを踏

まえて、検討している。 

 

【新統合システム】 

昨年度実証事業及び前項（4.1.1）で記載の「個人情報の保護に関する法律」の改正に伴う

対応により、令和５年度実証事業の開始時点で法的整理がなされていたため、特段の対応等

は実施していない。 
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4.1.3  法的整理の結果 

（虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援） 

上記のとおり、尼崎市では、令和 4 年度の実証事業に関して、関係部局とのデータ連携の法

的根拠は「尼崎市子どもの育ち支援条例」及び「尼崎市子どもの育ち支援条例第 18 条に規定す

る情報を定める規則」により整理がなされていたが、令和 5 年 4 月 1 日施行で「個人情報の保

護に関する法律」が改正されたことから、法的根拠を同法第６９条第２項２号及び３号に求め

るものとした。なお、同項における「相当な理由」については、要支援の子どもに対する支援

を適切に実施するために必要であることと整理している。そのうえで、実証事業に係る教育系

システムからの連携を図るデータ項目に関しては、「尼崎市子どもの育ち支援条例に基づく要支

援の子どもに対する支援を適切に実施するため目的外利用する個人情報を定める要綱」に規定

することで法的整理を図った。 

 

（発達に課題を抱える児童の早期発見と入学以降の支援等） 

【就学前の子ども情報システム】 

昨年度のモデル校実施及び前項（4.1.2）で記載の「個人情報の保護に関する法律」の改正

に伴う対応により、令和５年度実証事業の開始時点で一定の法的整理がなされていることを踏

まえて、検討している。 

 

【新統合システム】 

また、令和５年度実証事業については、前項（4.1.2）のとおり実証事業開始時点で法的整理

がなされている。（（4.1.1）記載の「尼崎市子どもの育ち支援条例に基づく要支援の子どもに対

する支援を適切に実施するため目的外利用する個人情報を定める要綱」改正については速やか

に実施予定。） 
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４.２ 個人情報等の取扱いにおける体制及び手続き上の留意点 

4.2.1 実証事業における個人データ管理体制 

（虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援） 

尼崎市においては、リスク判定の精度向上に向けて、将来的に尼崎市学びと育ち研究所にデ

ータ提供を行いながら、同研究所の研究員による分析を予定している。 

なお、同研究所へのデータ提供については、個々人を判定することができないよう、個人情

報にあたる部分を削除、もしくは記号等に変換し、個人情報には当たらないデータとするほか、

その取り扱いについては厳しく制限等を行っており、データを他の研究等に転用することを禁

じるなど必要な対策を行っている。（詳細は、尼崎市ホームページを参照のこと。） 

 

尼崎市学びと育ち研究所に係る個人情報の取扱いについて 

https://www.city.amagasaki.hyogo.jp/kosodate-kyoiku/msk/1017759.html 

 

（発達に課題を抱える児童の早期発見と入学以降の支援等） 

令和５年度実証事業で構築した「就学前の子ども情報システム」の管理運用や、それに伴う

個人情報保護の責任部門は教育委員会 特別支援教育担当が担う。なお、「新統合システム」へ

の連携以外については、今後の検討事項である。 
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図表４‐１ 個人データ処理の業務フロー図 
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4.2.2 実証事業で利用する個人データと管理状況 

（発達に課題を抱える児童の早期発見と入学以降の支援等） 

①組織的安全管理措置 

令和４年度実証事業で構築した「新統合システム」においては、尼崎市情報セキュリティ

対策基準及び尼崎市教育情報セキュリティ対策基準（以下「セキュリティ対策基準」という。）

における組織体制として、最高情報セキュリティ責任者（総務局所管の副市長）、統括情報セ

キュリティ責任者（総務局長）、情報セキュリティ責任者（こども青少年局長）、統括情報セ

キュリティ管理者（情報政策課長）、情報セキュリティ管理者（子どもの育ち支援センター各

課長）、情報システム管理者（児童相談所設置準備担当課長）、情報システム担当者（各課担

当者）、情報セキュリティ監査確認者（総務局所管以外の副市長）を置くこととされているこ

とから、当該体制を構築した上で運用を図っており、令和５年度においても同様の体制で運

営を行っている。 

また、「就学前の子ども情報システム」においては、尼崎市教育情報セキュリティ対策基準

おける組織体制として、最高情報セキュリティ責任者（総務局所管の副市長）、統括情報セキ

ュリティ責任者（教育長）、情報セキュリティ責任者（教育次長）、教育情報セキュリティ管

理者（学校 ICT 推進課長）、教育情報システム管理者（特別支援教育担課長）、情報システム

担当者（各課担当者）、情報セキュリティ監査確認者（総務局所管以外の副市長）を置くこと

とされていることから、当該体制を構築し、運営を行うよう検討している。 

「特別支援教育系」においては、令和４年度以前から運用を図っている「校務支援システ

ム」への機能追加が行われるが、同機能追加に伴い、尼崎市教育情報セキュリティ対策基準

おける組織体制として、最高情報セキュリティ責任者（総務局所管の副市長）、統括情報セキ

ュリティ責任者（教育長）、情報セキュリティ責任者（教育次長）、教育情報セキュリティ管

理者（学校 ICT 推進課長）、教育情報システム管理者（学び支援課長）、情報システム担当者

（各課担当者）、情報セキュリティ監査確認者（総務局所管以外の副市長）を置くこととされ

ていることから、当該体制を構築した上で運用を図っており、令和５年度においても同様の

体制で運営を行っている。 

 

②人的安全管理措置 

尼崎市では、市全体のセキュリティ対策として、統括情報セキュリティ責任者は、全ての

職員に対する情報セキュリティに関する研修計画の策定とその実施体制の構築を定期的に行

うとしており、当該研修計画においては、職員が毎年度最低１回は情報セキュリティ研修を

受講できるようにしなければならないとされており、全職員対象の研修を実施している。 

こうした中、令和４年度実証事業で構築した「新統合システム」より前から運用する「子

どもの育ち支援システム」において、これまでも年１回セキュリティに関する研修を、統括

管理主体の職員により実施しており、「新統合システム」構築後も継続して研修を実施してい

る。 

また、新たに構築する「就学前の子ども情報システム」においても尼崎市の市全体のセキ

ュリティ対策として、統括情報セキュリティ責任者は、全ての職員に対する情報セキュリテ
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ィに関する研修計画の策定とその実施体制の構築を定期的に行うとしており、当該研修計画

においては、職員が毎年度最低１回は情報セキュリティ研修を受講できるようにしなければ

ならないとされており、全職員対象の研修を実施している。 

こうした中、令和５年度実証事業で構築した「就学前の子ども情報システム」においても、

年１回セキュリティに関する研修を、統括管理主体の職員により実施する。 

なお、「特別支援教育系」においても、尼崎市では、市全体のセキュリティ対策として、統

括情報セキュリティ責任者は、全ての職員に対する情報セキュリティに関する研修計画の策

定とその実施体制の構築を定期的に行うとしており、当該研修計画においては、職員が毎年

度最低１回は情報セキュリティ研修を受講できるようにしなければならないとされており、

全職員対象の研修を実施している。 

こうした中、令和５年度実証事業で構築した「特別支援教育系システム」より前から運用

する「教育系システム」において、これまでも年１回セキュリティに関する研修を、統括管

理主体の職員により実施しており、「特別支援教育系システム」構築後も継続して研修を実施

していく。 

 

③物理的安全管理措置 

「新統合システム」においては、サーバを尼崎市市政情報センターに設置し、個人情報を

取り扱う区域においてセキュリティ対策を施しながら管理するほか、端末機においては、職

員がいない時間帯においては、尼崎市子どもの育ち支援センターの建物全体として機械警備

を行うほか、システム端末機が置かれる各事務室においても施錠を施す措置を講じている。 

また、システムデータの出力は、情報セキュリティ管理者である各課長の許可のもと、限

定された権限者が処理を行うほか、端末機からＵＳＢメモリに出力する場合には、出力可能

なＵＳＢメモリを限定するほか、出力可能な端末機を限定した上で、ログ管理を行うととも

に、データ出力に関して記録簿に記録する運用を図るなど、セキュリティ対策基準に基づく

措置を講じている。 

また、新たに構築する「就学前の子ども情報システム」においてはサーバを尼崎市教育・

障害福祉センターに設置し、個人情報を取り扱う区域においてセキュリティ対策を施しなが

ら管理するほか、端末機においては、職員がいない時間帯においては、尼崎市教育・障害福

祉センターの建物全体として機械警備を行うほか、システム端末機が置かれる事務室におい

ても施錠を施す措置を講じている。 

また、システムデータの出力は、情報セキュリティ管理者である各課長の許可のもと、限

定された権限者が処理を行うほか、端末機からＵＳＢメモリに出力する場合には、出力可能

なＵＳＢメモリを限定するほか、出力可能な端末機を限定した上で、ログ管理を行うととも

に、データ出力に関して記録簿に記録する運用を図ることを予定しており、セキュリティ対

策基準に基づく措置を講じるよう検討していく。 

なお、「特別支援教育系」においては、サーバを尼崎市立教育総合センターに設置し、個人

情報を取り扱う区域においてセキュリティ対策を施しながら管理するほか、端末機において

は、職員がいない時間帯においては、尼崎市立教育総合センターの建物全体として機械警備
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を行うほか、システム端末機が置かれる各事務室においても施錠を施す措置を講じている。 

また、システムデータの出力は、情報セキュリティ管理者である各課長の許可のもと、限

定された権限者が処理を行うほか、端末機からＵＳＢメモリに出力する場合には、出力可能

なＵＳＢメモリを限定するほか、出力可能な端末機を限定した上で、ログ管理を行うととも

に、データ出力に関して記録簿に記録する運用を図るなど、セキュリティ対策基準に基づく

措置を講じている。 

 

④技術的安全管理措置 

「新統合システム」においては、マイナンバー利用事務系ネットワークを利用するほか、

システムへのアクセスを、活用主体である子どもの育ち支援センター各課職員のみに限定し

ている。また、システムへのアクセスには、端末機の起動において顔認証及びパスワード入

力を要するほか、システム起動に別途 ID 及びパスワードを要する認証機能を設定すること

で、不正アクセス防止の措置を行っている。 

さらに、アクセス権限を職員ごとに設定し、個人情報等へのアクセス制御を行うほか、シ

ステムにアクセスログの記録機能を備えることで、個人情報等へのアクセス状況の記録や情

報の改ざん、窃取又は不正な消去の防止を図るなど、必要な措置を講じている。 

また、新たに構築する「就学前の子ども情報システム」においては、システムへのアクセ

スを、活用主体である教育委員会事務局各課職員のみに限定している。また、システムへの

アクセスには、端末機の起動において、ID 及びパスワードを要する認証機能を設定すること

で、不正アクセス防止の措置を行っている。 

さらに、アクセス権限を職員ごとに設定し、システムにアクセスログの記録機能を備える

ことで、個人情報等へのアクセス状況の記録や情報の改ざん、窃取又は不正な消去の防止を

図るなど、必要な措置を講じている。 

 

なお、「特別支援教育系」においては、システムへのアクセスを、活用主体である尼崎市立

教育総合センター各課職員のみに限定している。また、システムへのアクセスには、端末機

の起動において顔認証及びパスワード入力を要するほか、システム起動に別途 ID 及びパス

ワードを要する認証機能を設定することで、不正アクセス防止の措置を行っている。 

さらに、アクセス権限を職員ごとに設定し、システムにアクセスログの記録機能を備える

ことで、個人情報等へのアクセス状況の記録や情報の改ざん、窃取又は不正な消去の防止を

図るなど、必要な措置を講じている。 
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４.３ プライバシーの保護への対応に関する主な取組み 

（発達に課題を抱える児童の早期発見と入学以降の支援等） 

 本実証事業を実施するにあたり、関係部局をはじめ、市立学校校園長会、市立保育所長会、私

立幼稚園長会、法人保育園長会等に事業の目的や実施方法にについて説明するとともに、個人情

報についても「個人情報の保護に関する法律」及び「尼崎市子どもの育ち支援条例」に基づいて

適切に取り扱うよう周知徹底している。今後、昨年度及び今年度のモデル校実施における課題や

懸念事項について、改善策を含めて検討し、プライバシーの保護への対応について検討していく

予定である。 
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第５章 システムの構築 

５.１ システムの概要 

各システムの概要は、図表５－１のとおりである。 

 

図表５‐１ システムの概要 

システム名 ①就学前の子ども情報システム 

②特別支援教育系 ※校務支援システム内に機能追加 

③新統合システム ※令和 4 年度実装済み・令和 5 年度追加機能実装 

機能概要 ① 就学前の子ども情報システム 

⚫ 「学齢簿管理等システム」から基礎情報のインポート（手動） 

⚫ 就学時健診対象者リストの生成（手動） 

⚫ 「就学時健診面接結果」帳票の印刷（手動） 

⚫ 「就学時健診面接結果」のインポート（手動） 

⚫ 「就学時健診面接結果」にもとづくスクリーニング（在籍園調査対象者

の抽出）（手動） 

⚫ 「支援引継ぎ表」帳票の印刷（手動） 

⚫ 「支援引継ぎ表」のインポート（手動） 

⚫ 「学齢簿管理等システム」からの基礎情報、「就学時健診面接結果」、「在

籍園調査結果」の名寄せ（自動） 

⚫ 「新統合システム」への連携（手動） 

②特別支援教育系 

⚫ 個別の教育支援計画の情報を「新統合システム」へ連携（手動） 

③新統合システム 

⚫ 「子どもの育ち支援システム」からデータのインポート（自動） 

⚫ 「教育系システム（特別支援教育系を含む）」「就学前の子ども情報シス

テム」からデータのインポート（手動） 

⚫ 「教育系システム」を含む各システムからインポートしたデータの名寄

せ 

⚫ リスク判定機能 

 

システム企画の

設計にあたり留

意・工夫した事

項、システムの

特徴等 

①就学前の子ども情報システム 

・「学齢簿管理等システム」からインポートした基礎情報、就学時健診面接

結果、在籍園調査結果の各データを紐づけ、一括で「新統合システム」に

連携する。 

②特別支援教育系 

・従来書き出し可能だったデータ（名簿情報、出欠席情報、保健情報）に加

え、個別の教育支援計画情報、校務支援システムIDを書き出し可能とす

る。 

③新統合システム 

・令和5年度追加で実装の教育系システムとのデータマッチング機能によ
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り、統一CD（≒宛名番号）で特別支援教育系システムからのデータを名

寄せする。 
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５.２ データ連携方式（システム構成） 

①就学前の子ども情報システム 

・ 毎年 10 月の就学時健診実施に先駆け、マイナンバー系ネットワークに構築された「学齢簿

管理等システム」から、当該年度の就学時健診対象者のデータを小学校 41 校分一括でエクス

ポートし、閉域ネットワーク（LGWAN 系）に構築した「就学前の子ども情報システム」に

記憶媒体経由でインポートする。 

・ 次に、「就学前の子ども情報システム」内で利用する管理番号を発番するとともに小学校毎

の就学時健診対象者リストを生成し、教育系ネットワーク経由で各小学校にファイルを送付

する。なお、後述の特別支援教育系を含め、記憶媒体によるデータ移動は庁舎の敷地内で完

結するよう行い、データが外部に流出することが無いように運用する。 

・ 就学時健診実施後の 11 月以降、就学時健診児童面接結果の帳票を各小学校から回収し、

LGWAN-ASP を利用した AI-OCR サービスにより読み取りを行い、「就学前の子ども情報シ

ステム」内の管理番号をキーとして就学時健診対象者データとの紐づけを行う。また、在籍

園への調査結果についても同様の処理を行う。（1 月頃を予定） 

・ 「学齢簿管理等システム」から取得した就学時健診対象者、OCR 読取を行った就学時健診

児童面接結果及び在籍園調査結果について、データが揃い次第 CSV ファイルでエクスポート

し、LGWAN ネットワーク経由で子どもの育ち支援センターの LGWAN 端末に当該ファイル

を送付後、「新統合システム」にデータを取り込む。（手動連携） 

 

②特別支援教育系 

・ 令和４年度実証事業における「校務支援システム」の機能追加を基に、月次でエクスポー

トしたデータを「新統合システム」に連携する。なお、今年度の実証事業より個別の教育支

援計画のデータについても連携対象に追加している。 
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図表５‐２ 本年度の実証に係るシステム構成 
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５.３ データ連携にあたり、システムへの実装が必要な機能 

「新統合システム」においては、令和 4 年度実証事業における教育系システムとのデータ連

携機能に加えて、令和５年度実証事業においてシステム開発等を行う「就学前の子ども情報シ

ステム」及び「特別支援教育系」からのデータを取り込むことから、図表５－３のとおりのシ

ステム機能要件により、システム連携に係る機能の実装を図るものである。 

 

図表５－３ システム機能要件 

No 
機能分類 

要件概要 
大分類 小分類 

1 共通機能 - 「新統合システム」とデータの連携ができること。 

2 データ連携機能 就学前の子ども

情報システム 

「新統合システム」へ連携するデータ（学齢簿管理

等システムからインポートした基礎情報、就学時健

診児童面接結果、在籍園調査結果）を一括で CSV

にてエクスポートできる機能 

特別支援教育系 令和 4 年度実証事業内で構築した機能に加え、個

別の教育支援計画のデータについても併せてエク

スポートできる機能 

新統合システム 上記２システムのデータを取り込む機能を追加す

るとともに、統一コードを持つ「学齢簿管理等シス

テム」のデータを取り込むことで、統一コードを持

たない「校務支援システム」とのデータ突合を行う

データマッチング機能を追加する。また、連携され

たデータを画面表示させる機能も追加する。 

3 データ登録・更

新機能 

就学前の子ども

情報システム 

「学齢簿管理等システム」からエクスポートされた

翌年度就学児のデータをインポートする機能及び、

OCR 読取を行った就学時健診面接結果及び在籍園

調査結果をインポートする機能 

4 判定機能 

 

就学前の子ども

情報システム 

インポートした就学時健診面接結果に対し、システ

ム内で設定した基準によりスクリーニングを行い、

在籍園調査対象を判定する機能 

5 データ検索機能 - 構築されたアルゴリズムや、判定ロジック等を活用

し、児童の状況判定を行う機能 

6 データ参照機能 

 

就学前の子ども

情報システム 

当該年度（翌年度就学児）のこどもの情報を検索す

る機能 
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５.４ システムによる判定機能の構築 

①就学前の子ども情報システム 

・ 「就学前の子ども情報システム」におけるスクリーニング機能は、就学時健診の児童面接

結果による在籍園調査対象の判定を目的としており、そのスクリーニング基準については、

別途設置している「就学相談に向けた就学時健診における児童面接内容の検討会」において

検討を行った。 

・ 令和５年度就学時健診（令和６年度就学児が対象）においては、昨年度の就学時健診や入

学後の児童の状況などを踏まえ、就学時健診の児童面接結果のうち（原則）２つの設問で該

当した場合を在籍園調査の対象とした。 

・ なお、要支援児童の判定精度の向上のためには次年度以降も継続的に就学時健診や入学後

の情報を蓄積・分析し、設問やスクリーニング基準の検討を行う必要があることから、「就

学前の子ども情報システム」では、システム内で設問毎の配点や在籍園調査対象とする基準

点、配点対象とする設問の選択を可能としており、スクリーニング基準の見直し等に対応で

きるよう構築した。 

  



40 

 

 

図表５－４ スクリーニング機能イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②特別支援教育系 

・ 校務支援システムの一機能であり、判定機能は有していない。 
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５.５ 情報へのアクセスコントロールの整理 

①就学前の子ども情報システム 

・ 本システムの運用は令和６年度（令和７年度就学児）以降であり、具体的な運用体制につ

いては今後検討予定である。現時点での想定としては、本システムを導入した端末は教育委

員会事務局庁舎内の施錠可能な執務室のみに設置（子どもの育ち支援センターに設置した端

末はデータの送受用であり「就学前の子ども情報システム」は利用不可）し、特別支援教育

担当課長の権限により、活用主体である「特別支援教育担当」の職員に限定して ID とパスワ

ードを発行しアクセス権を付与しシステムの操作を行うものとする。 

 

②特別支援教育系 

・ 別途構築済の「校務支援システム」の一機能である。（閉鎖的ネットワークである教育系ネ

ットワーク及び端末に構築されており、各学校の児童の情報は各学校の職員及び教育委員会

事務局職員のみが閲覧可能である。また、ネットワーク及び端末の管理権限を学校 ICT 推進

課が有し、システムの管理権限を学び支援課が有する。） 

 

５.６ 安全管理措置の実施 

図表５－５に記載のとおり、安全管理措置を実施した。 

 

図表５‐５ 安全管理措置の実施 

組織的安全管理措置 （4.2.2 と重複） 

人的安全管理措置 （4.2.2 と重複） 

物理的安全管理措置 4.2.2 に加え、システムを導入した端末を教育委員会事務局庁舎内の

施錠可能な執務室のみに設置 

技術的安全管理措置 LGWAN 端末にシステム構築し、アクセス権を特別支援教育担当の

職員に限定して付与 
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第６章 データの準備 

６.１ アナログ情報のデジタル化 

〇就学時健診児童面接結果記録表 

市立小学校において実施している就学時健康診断の児童面接は、令和元年度まで内容や方法

が統一されておらず、一人ひとりの個別面談を行っている学校が多かった。そこで、令和２年

度に教育委員会事務局保健体育課、特別支援教育担当、子どもの育ち支援センター発達相談支

援担当などで児童面接の内容や方法を検討し、４人ずつの集団面接に統一し、発達に特性のあ

る児童の早期発見、早期支援に活用することにした。 

就学時健診の児童面接を統一した内容や方法で実施し、その４人の結果を１枚の記録用紙に

記入することにした。しかしながら、各小学校でその児童面接結果記録表をもとに支援の必要

性を判断した後は、児童面接結果記録表は紙媒体で保管し、入学前後に必要に応じて支援に活

用する程度で、活用の方法や頻度に学校間で差が見られた。そこで、この保管されるにとどま

っていた児童面接結果記録表をデータ化し、発達特性のあるこどもを早期発見、早期支援する

とともに保健や福祉と連携して活用することにした。 

紙媒体の記録を活用するためには、データ化することが必要であることから、各小学校から

提出された紙媒体の面接結果記録表を OCR で読み込むこととした。その際、概ね正しく読み込

むことが出来たが、枠外の文字や改行する位置によっては正しく読み込むことができなかった

ので、読み込んだデータについて人の目による確認を行う必要がある。また、全校実施に向け

ては、記入時の留意点を作成することで、読み込み精度の向上を図っていく。 

読み込んだデータについては、CSV データで書き出し、そのデータを「新統合システム」に

読み込み、データ連携することにした。このようにデータを連携することで、学校からの依頼

により児童ケースワーカーやスクールソーシャルワーカー等と連携した支援を行う際の基礎デ

ータの充実を図り、早期に適切な支援を行える体制の構築を図った。 

 

〇支援引継ぎ表 

先述の就学時健診の児童面接で、支援を要すると判断された児童については、令和４年度の

モデル校から支援引継ぎ表を活用した在籍園調査を行うことで、入学する小学校への引継ぎを

行うこととした。 

これは、令和３年度以前は、各小学校において実施している就学時健診の児童面接において

支援を要する可能性のある児童の在籍園への調査は、小学校の担当教員による聞き取りによる

ものであったが、聞き取り内容の差異や聞き取りに漏れがあり、入学後の支援に十分にいかせ

ていない場合もあったと考えられるため、令和４年度にモデル校で統一した支援引継ぎ表を使

用することで、児童の特性と在籍園での支援内容を確実に引き継ぐことができるようにした。 

また、この支援引継ぎ表を OCR で読み取り、データ化するとともに、就学時健診のデータと

紐づけ、「新統合システム」にデータ連携することで、児童ケースワーカーやスクールソーシャ

ルワーカー等と連携した支援に活用し、より充実した支援につなぐこととした。  
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６.２ データの加工 

〇就学時健診児童面接結果記録表 

教育委員会で「学齢簿管理等システム」からエクスポートしたデータを基に、「就学前の子ど

も情報システム」内での各種データ統合を行うための管理番号を付した就学時健診児童面接用

の児童名簿を作成し、就学時健診児童面接結果記録表とともに小学校に送付する際に、転出入

児童に対応できるように追記及び削除の方法も明示することとした。 

各小学校で就学時健診の実施後に就学時健診児童面接結果記録表を教育委員会に提出し、教

育委員会で就学時健診児童面接結果記録表の記載内容を確認のうえ、OCR 処理をする。また、

OCR 処理において文字が不鮮明な場合は、チェックが入るように設定しており、人による読み

取りデータの確認の際に、重点的に確認することができるようにしている。 

さらに、就学時健診児童面接結果記録表を OCR 処理し、支援を要する可能性があると判断し

た児童については、「就学前の子ども情報システム」において、管理番号と氏名を記入した支援

引継ぎ表を作成することができるようにした。支援引継ぎ表を作成後、在籍園に支援引継ぎ表

の作成を依頼し、在籍園にて記入後、教育委員会に提出を求めることとした。 

なお、OCR 処理したデータをシステムが持つデータと正確に統合できるように、別途、就学

時健診児童面接用の児童名簿に就学時健診の出欠状況や転出入の状況を記入して教育委員会に

提出することにしており、アンマッチデータ等に関して AI-OCR 処理後のデータと突き合わせ

て確認することでデータの正確性を担保することとした。 

また、支援引継ぎ表の OCR 処理データと統合した後は、CSV データとして連携データを書

き出し、「新統合システム」とのデータ連携を行うものとする。 
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６.３ 名寄せ 

【新統合システム】 

「新統合システム」に「就学前の子どもの情報システム」データを取り込むにあたっては当

該データが保有する統一コードを基にシステム内でマッチング（データ連携）を実施する。 

一方、「校務支援システム」のデータ及び「特別支援教育系（個別の教育支援計画）」のデー

タを取り込むにあたっては、これらのデータに統一コードが含まれていないため、本実証事業

にてデータマッチングのための機能を「新統合システム」側で実装し、アンマッチが生じた場

合には「学齢簿システム」データに含まれる統一コードをはじめとする情報を基に職員による

マッチング作業を実施する。 

具体的なデータマッチングのための機能としては、統一コードを持つ「学齢簿管理等システ

ム」と統一コードを持たない「校務支援システム」の双方が有する「児童生徒のふりがな」及

び「生年月日」のデータを突合することによって、「校務支援システム」が持つ独自ＩＤと統一

コードの紐づけを行うものであり、当該突合結果について「新統合システム」にデータとして

保存することによって、統一コードを持たない「校務支援システム」（特別支援教育系を含む）」

からのデータ取り込みについて、「校務支援システム」の独自ＩＤをキーにデータ連携を可能と

するものである。 

さらに、データ連携に関しては、セキュリティ対策のため、システム間（部署間）のデータ

提供の方法として、「就学前の子どもの情報システム」からのデータ連携については、LGWAN

（総合行政ネットワーク）を介して行うものとし、「校務支援システム」（特別支援教育系を含

む）からのデータ連携については、教育系ネットワークを介して行うものとする。 

なお、「校務支援システム」のデータ及び「特別教育支援システム（個別の教育支援計画）」

のデータとのマッチング作業については、年度更新時、新たに対象となる新小学校 1 年生が統

一コードを保有しないことに加え、「校務支援システム」は小学校 6 年生が中学校に入学する際

にこれまで保有していた統一コードを保持しないという仕様であるため、これら 2 学年の児童

に対しては全児童のマッチング作業を年度当初に行うものとする。また、データ取り込みを月

次処理であることから、5 月以降についても各学年において転校等による児童の異動が発生す

るため、月次でマッチング作業を実施するものとする。 

 

【就学前の子ども情報システム】 

「学齢簿管理等システム」から取得する就学時健診対象者データにおいて、統一コードを取

得することで、統一コードをキーにして新統合システムとのデータ連携を可能とした。 

なお、在籍園調査では、「就学前の子ども情報システム」内で利用する管理番号を発番するが、

この管理番号と統一コードの紐づけにより、在籍園調査の結果に関しても、統一コードをキー

に新統合システムとのデータ連携を可能としている。 
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６.４ その他、データの準備に係る諸課題への対応 

「就学前の子ども情報システム」を活用した就学時健診児童面接や在籍園調査は、9 月時点で

の児童在住情報を元に実施しており、それ以降の転入児童や住民票の異動を行っていない児童の

情報については、その児童の統一コードを「就学前の子ども情報システム」内に保有しておらず、

上記の「就学前の子ども情報システム」内で利用する管理番号と統一コードの紐づけがなされて

いないことから、その児童の情報のデータ連携方法について、今後協議が必要である。 
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第７章 データ連携により把握したこども等を支援につなげる取組 

７.１ システムによる判定の結果 

【①虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援】 

市内在住の０歳～１８歳までのこども６６,３０１人を対象に、「新統合システム」によるリス

ク判定を実施した結果、リスク判定により点数（リスクポイント）が付与されたのは２１,５９

９人（３２．６％）であった。 

そのうち、基準点以上であるこどもは８５６人で、その内訳として、就学前のこどもで基準

点（４５点）以上のものが６８８人、就学後のこどもで基準点（９９点）以上のものが１６８

人であった。 

 

【②発達障害（疑いを含む）等、就学における配慮・支援等が必要と見込まれる児童への支援】 

「就学前の子ども情報システム」による判定は、就学時健診の児童面接結果に基づくスクリ

ーニング基準により発達に課題を抱えている可能性のあるこどもを判定するものであるが、現

状においてシステム開発が完了しておらず、令和６年度の就学時健診からシステム稼働を予定

しているため、今年度は庁内に設置している「就学相談に向けた就学時健診における児童面接

内容の検討会」において就学時健診の児童面接結果をエクセルに入力しデータ化を図ることで、

モデル校１１校の就学時健診の児童面接結果の集計を行うとともに、スクリーニング基準によ

る判定を行った。 

その結果、モデル校１１校における就学時健診受診者７５１人のうち、「就学時健診に関する

検討会」で設定した判定基準（１４項目のうち２つ以上が不通過又は発達障害と特に関連性が

高いと考える３項目のいずれかが不通過の場合に発達に課題を抱えている可能性ありと判定）

に該当し、発達に課題を抱えている可能性があると判定した児童は１２７人（１６．９％）で

あった。なお、１２７人のうち２６人は既に教育委員会で就学相談を実施しており、また、４

人は在籍園情報がなかったため、残りの９７人を在籍園調査の対象とした。 
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７.２ 支援に向けた人による絞り込み 

７.２.１ 人による絞り込みの取組内容 

【①虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援】 

第３章にも記載のとおり、システム処理によるリスク判定結果のみでは実際に支援を要する

状況にあるか否かの判断は困難であるため、抽出された対象者については、人によるアセスメ

ントが欠かせないと判断した。 

そのため、児童ケースワーカーやスクールソーシャルワーカー、関係機関等に情報提供を行

い、対象者が支援を要する状況にあるかどうかのアセスメントを進めることでさらに精査を行

いながら、プッシュ型支援に繋げていくこととした。 

具体的な取組としては、システム判定により抽出された基準点以上のこども８５６人のうち、

「未就学児（年中）」又は「未就学児（年長）」に該当する６０人については、日常的にこどもの

様子を把握することが困難であると想定されるため、児童ケースワーカーによる状況確認を行

うこととし、それ以外のこどもについては在籍園や学校等の所属や関係機関等があることから、

これらの関係職員等による確認が可能な状況にあると判断したため、個別の状況確認までは実

施しないこととした。なお、就学前のこども６２８人については、乳幼児健診等によりこども

と関わる機会が多い地域保健課の保健師や、こどもの発達に関する相談支援等に関わる機会の

ある市職員に対して情報提供を行うほか、就学後のこども１６８人については、スクールソー

シャルワーカーに情報提供することで、対象となるこどもの見守りを強化し、支援を要する場

合に連携した支援を行える体制とした。 

また、今回、初回のシステム判定により取組を進めたものであるが、今後、月次で判定を行

うことで、要保護児童対策地域協議会の管理ケースの状況変化を把握可能となることから、状

況変化に応じて、必要となる支援方針の見直し等についても検討する予定としている。 

なお、人による絞り込みとして上記の状況確認及び見守り強化を行うなかで、支援に当たる

者が、図表２‐１のＮｏ．１６～３１の１６項目に関する情報を確認した場合は、システム上

のデータとして入力するものとし、次回以降のリスク判定処理に反映させるものとしている。 
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【②発達障害（疑いを含む）等、就学における配慮・支援等が必要と見込まれる児童への支援】 

令和６年度以降は、就学時健診の児童面接結果を、「就学前の子ども情報システム」にデータ

として取り込み、システム処理によって一次判定を行うが、判定により抽出されたこどもが支

援を実際に要する状況かどうかは一次判定だけで判断できないことから、支援に向けて人によ

る絞り込みを行う。 

具体的には、一次判定により抽出されたこどもについて、在籍園での支援状況に関する調査

を「支援引継ぎ表」により実施し、就学時健診の児童面接結果と在籍園調査結果を基に、各小

学校においても独自に在籍園への調査を行いながら、小学校内で組織的に支援の必要性を検討

することで、支援対象者の絞り込みを行うとともに、支援方針や支援計画を策定することを想

定している。 

なお、小学校入学以降、学年が上がっても、また、中学校進学以降も、切れ目なく支援を行

うため、支援対象者に対する個別の教育支援計画等を策定するとともに、「校務支援システム」

内への機能追加により実装する「特別支援教育系」にデータを入力しながら支援を進めるもの

とし、併せて「新統合システム」とデータ連携するにより、保健・福祉と連携した支援につな

げることを想定している。 
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７.２.２ 人による絞り込みの結果 

【①虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援】 

児童ケースワーカーが状況確認を行った「未就学児（年中）」又は「未就学児（年長）」に該当

する６０人のうち、支援を要する状況にあったこどもが３人、所属が確認できた等により現時

点で支援を要する状況になく見守りを強化したこどもが３８人、状況確認が完了していないこ

どもが１９人であった。 

なお、関係機関への情報提供については、今回のシステム判定が可能となったのが２月であ

ったことから、現状では情報提供を行ったところであり、現時点では、支援を要するこどもに

ついての報告等はない状況であるが、今後、報告等あれば適切に対応を図っていく予定である。 

 

【②発達障害（疑いを含む）等、就学における配慮・支援等が必要と見込まれる児童への支援】 

本実証事業期間内においては人による絞り込みまでは未実施であるが、モデル校１１校で実

施した在籍園調査の結果では、就学時健診の児童面接結果を元に在籍園調査の対象とした児童

１０１人のうち在籍園のあった９７人について回答があった。また、調査対象とした児童とは

別に、支援状況を伝えるべき児童として在籍園側より追加で３３人分の回答があったため、在

籍園からの回答は計１３０人分であった。なお、回答があった１３０人のうち１１８人の児童

について何かしらの支援状況や困りごとに関する記載があり、在籍園においても一定の配慮や

支援を必要としていることが判明している。 

 

 

 

  



50 

 

７.３ データ連携により把握したこども等に対する支援 

７.３.１ こども等に対する支援の取組内容 

【①虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援】 

支援が必要と判断されたこどもについては、要保護児童対策地域協議会の受理会議において

支援方針等を検討する。 

受理会議における検討の結果、要保護児童対策地域協議会の管理ケースとなった場合には、

児童ケースワーカーが関係機関と連携の上、必要な支援の調整を進める。また、要保護児童対

策地域協議会の管理ケースとならなかった場合は、関係機関等への見守りを依頼するとともに、

状況がより明確になった場合や状況に変化があった場合で支援を要する状況が確認できた場合

に、改めて要保護児童対策地域協議会に情報提供いただくよう依頼している。（事務フローにつ

いては、図表３－２を参照のこと） 

 

図表７‐１ 支援の詳細プロセス 

 

分類 情報共有先 対応確認方法 

Ａ 
・こども相談支援課 
（児童ケースワーカー) 

①実証事業担当：対象者リストを作成し、共有フォルダに格納 
②実証事業担当：児童ケースワーカーに支援方針の見直しを依頼 
③児童ケースワーカー：支援方針見直し有無を検討 
④児童ケースワーカー：③の結果をリストに入力 
⑤実証事業担当：リストにて対応を確認 

Ｂ － － 

Ｃ 

・いくしあ推進課 
（総合相談担当職員） 
（発達相談支援担当職員） 

・北部地域保健課（保健師） 

・南部地域保健課（保健師） 

①実証事業担当：対象者リストを作成 
②実証事業担当：関係課にリストをデータで送付 
③関係課：人による判定結果をリストに入力 
④関係課：③のリストを実証事業担当に送付 
⑤実証事業担当：リストにて対応を確認 
⑥支援を要する状況にあるこどもについて、要保護児童対策地域協
議会への報告を依頼 

Ｄ 

・いくしあ推進課 
（総合相談担当職員） 

（発達相談支援担当職員） 
・北部地域保健課（保健師） 
・南部地域保健課（保健師） 

①実証事業担当：対象者リストを作成 
②実証事業担当：関係課にリストをデータで送付 
③関係課：人による判定結果をリストに入力 
④関係課：③のリストを実証事業担当に送付 
⑤実証事業担当：リストにて対応を確認 
⑥支援を要する状況にあるこどもについて、要保護児童対策地域協
議会への報告を依頼 

Ｅ 
・こども相談支援課 
（児童ケースワーカー) 

①実証事業担当：対象者リストを作成し、共有フォルダに格納 
②実証事業担当：児童ケースワーカーに状況確認を依頼 
③児童ケースワーカー：状況確認を実施 
④児童ケースワーカー：③の結果をリストに入力 
⑤実証事業担当：リストにて対応を確認 
⑥支援を要する状況にあるこどもについて、要保護児童対策地域協
議会の受理会議で支援方針を検討する 

Ｆ － － 
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Ｇ 
・こども教育支援課 
（スクールソーシャルワーカー) 

①実証事業担当：対象者リストを作成 
②実証事業担当：こども教育支援課にリストをデータで送付 
③こども教育支援課：人による判定結果をリストに入力 
④こども教育支援課：③のリストを実証事業担当に送付 
⑤実証事業担当：リストにて対応を確認 
⑥支援を要する状況にあるこどもについて、要保護児童対策地域協
議会への報告を依頼 

Ｈ － － 

 

 

 

図表７‐２ データ連携における取組で連携するデータの内、支援に用いたデータ項目 

実際の支援に用いた 

データ項目 

支援に用いるために 

実施した処理 
支援に用いた理由 

「図表３－３」に記載し

ている３１項目 

基準点以上と判定されたこども

について、３１項目のうち該当

するリスク項目と、リスクポイ

ントの合計点数がわかるような

一覧表を作成 

人による判定を行うにあたり、

すでに該当しているリスク項目

に誤りがないか、また、追加で該

当するリスク項目がないかを確

認してもらうため。 

 

 

【②発達障害（疑いを含む）等、就学における配慮・支援等が必要と見込まれる児童への支援】 

本実証事業期間内においては人による絞り込みは未実施であるが、各小学校の教職員による

入学前の在籍園への聞き取り調査や児童の受け入れ体制の構築は通常の支援方策として従来か

ら実施している。 

今後、各小学校・各教職員の判断に任されていた判定基準（聞き取り対象の抽出）や聞き取

り内容の統一により、入学前後のより効果的な支援の実施や、情報の定量化に基づく教育委員

会事務局との連携強化が見込まれる。また、データ連携による要支援児童の早期発見・早期支

援や、教育・福祉・保健の連携した支援についても今後検討を進めていく。 
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７.３.２ こども等に対する支援の実施結果 

【①虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援】 

児童ケースワーカーが状況確認を行った「未就学児（年中）」又は「未就学児（年長）」に該当

する６０人のうち、支援を要する状況にあったこどもが３人であったが、このうちの１人は他

市から転入してきたばかりで、「３歳６か月児健診未受診」かつ「所属のない年中児」に該当す

るこどもであった。 

調査を進める中で、対象のこどもは、転入前の自治体において、夫婦げんかの目撃により心

理的虐待として通告があったことから要保護児童対策地域協議会で心理的虐待としてケース管

理されており、関係機関による見守り支援が行われていたことが判明した。そのため、本市に

おいても要保護児童対策地域協議会の管理ケースとしての取り扱いを検討している。 

今後は、本市においてこどもの所属先となる保育園が内定していることから、所属先での見

守りを中心にこどもや世帯についての情報収集を行い、必要な支援を検討していく予定である。 

また、支援を要する状況にあった他の２人についても、同様に要保護児童対策地域協議会で

ケース管理しながら、関係機関と連携し、支援を検討していく予定である。 

 

【②発達障害（疑いを含む）等、就学における配慮・支援等が必要と見込まれる児童への支援】 

本実証事業期間内においては人による絞り込みは未実施であるが、就学時健診の児童面接結

果に基づく在籍園調査に加え、昨年度のモデル校３校における在籍調査結果と調査対象となっ

たこどもの小学校入学後の状況確認を福祉部局職員（専門職を含む）及び教育委員会事務局の

職員にて実施した際には、モデル校からは、帳票による在籍園調査が新年度の担任への情報引

継ぎも含めて効果的であるという意見や、小学校訪問において作業療法士や心理士による見立

て、福祉部局の職員によるアドバイスは（教職員の視点に偏る学校現場において）特に参考に

なるといった意見があり、いわゆる縦の連携・横の連携の重要性が認められた。 

一方で、現在はあくまでモデル校としての実施であるため小学校により取組への温度差もあ

り、また、調査の依頼先の在籍園によっても支援引継ぎ表の記載内容に温度差が感じられるた

め、本事業に対する理解を得ながら市全体として取り組んでいく必要がある。 
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第８章 事業効果の評価・分析 

８.１ データ連携による抽出結果の全体像 

【①虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援】 

本実証のうち、昨年度の実証事業に係る継続分については、分析対象者を市内在住の０～１

８歳と定義し、分析対象のこども６６,３０１人にシステムによる判定を行った結果、判定に用

いた各データ項目の設定点数が付与された人数は２１,５９９人であった。また、そのうち、基

準点以上のこどもが８５６人で、うち就学前のこどもが６８８人、就学後のこどもが１６８人

であった。 

システム判定後の支援に向けた人による絞り込みにおいては、基準点以上の就学前のこども

６８８人のうち、「未就学児（年中）」又は「未就学児（年長）」に該当する６０人については、

第三者による日常的なこどもの様子を把握が困難と想定し、直接、児童ケースワーカーによる

状況確認を実施した。 

その結果、支援を要する状況にあったこどもが３人、所属が確認できた等により現時点で支

援を要する状況になく見守りを強化したこどもが３８人、現時点で状況確認が完了しておらず

継続調査中のこどもが１９人となっている。なお、支援を要する状況にあったこども３人は、

要保護児童対策地域協議会の管理ケースとして取り扱い、今後、児童ケースワーカーによる直

接支援や関係機関による見守り等の支援を行う予定である。 

また、その他の基準点以上の就学前のこども６２８人は所属や関係機関等があるため、関係

機関の職員等による確認が可能な状況にあると判断し、乳幼児健診等により児童とかかわる機

会のある保健師や、発達に関する相談等によりかかわる機会のある市職員に情報提供し、また、

基準点以上の就学後のこども１６８人については、スクールソーシャルワーカーに情報提供す

ることで、関係職員等による対象となるこどもの見守りを強化し、支援を要する場合に連携し

た支援を行える体制とした。 
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図表８‐１ プロセスごとの判定の考え方、及び対象者人数の整理結果 
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【②発達障害（疑いを含む）等、就学における配慮・支援等が必要と見込まれる児童への支援】 

本実証事業のうち、今年度実施の困難類型「発達障害等」については、分析対象者を来年度市

立小学校に入学予定の年長児と定義した。本格実施後については、市内全体では毎年３，５００

人程度の児童が対象となり、就学時健診面接結果の帳票を OCR で読み込み、システムによる判定

を実施する見込みだが、今年度は市内４１小学校のうち１１小学校をモデル校に設定し、モデル

校に入学予定の児童７５１人を分析対象に、令和５年１０月に実施した就学時健診面接結果を手

動で集計し判定を行った。 

その結果、支援優先度が高いと判定された児童は１２７人で、そのうち既に就学相談を受けて

いる児童は２６人、在籍園情報がない児童は４人で、残りの９７人を在籍園調査の対象とした。 

また、在籍園調査の対象とした９７人に、支援状況を伝えるべき児童として在籍園側より追加

で回答があった３３人を加えた計１３０人について、何かしらの支援状況や困りごとに関する記

載があり、在籍園においても一定の配慮や支援を必要としている児童は１１８人であった。 

なお、在籍園調査結果を踏まえた「人による絞り込み（アセスメント）」及び「実際の支援」は、

小学校入学後に実施予定である。 

 

図表８‐２ プロセスごとの判定の考え方、及び対象者人数の整理結果 
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８.２ 困難の類型との関連性が高いと判断できるデータ項目の提示 

本実証のうち、昨年度の実証事業に係る継続分においては、システムによる判定で支援すべき

と判定された対象者について、「人による絞り込み（アセスメント）」及び「実際の支援」を実施

した。本節では、それぞれの実施にあたって有用であったデータ項目、すわなち「児童虐待等」

との関連性が高いと判断したデータ項目がいずれであったかを理由・根拠とともに、検証・報告

する。 

なお、本実証のうち、今年度実施の発達障害等に関しては、「人による絞り込み（アセスメント）」

及び「実際の支援」は、今後実施する予定としていることから、以降、本章における記載は、昨年

度の実証事業に係る継続分についてのみ記載を行うものとする。 

 

８.２.１ 「人による絞り込み（アセスメント）」の実施結果を踏まえた検証の結果 

人による絞り込みの結果により支援が必要と判断した３人及び要保護児童対策地域協議会の管

理ケースの２,８８１人を合わせた２,８８４人を「支援が必要と判断された対象者」とし、システ

ムによる判定により支援の必要性が低いと判断された１７,８６２人及び人による絞り込みの結

果により支援が不要と判断した３８人を合わせた１７,９００人を「支援の必要性が低い又は不要

と判断された対象者」と定義し、検証を行った。 

具体的な検証方法としては、判定に用いた各データ項目のうち困難の類型「虐待等」との関連

性が高いと判断されたデータ項目について、「支援が必要と判断された対象者」と「支援の必要性

が低い又は不要と判断された対象者」それぞれが該当する割合を算出し、どれぐらいの差が生じ

るか分析するものとした。 

検証の結果、困難の類型「虐待等」においては、図表８－３のとおり「児童扶養手当受給世帯」

「若年出産」「障害認定（保護者）」「障害認定（本人）」「身長（－２ＳＤ）」「生活保護受給世帯」

「虫歯（５本以上）」「未就園児（年中）」「連続欠席日数（７日以上）」「ＤＶの通告歴がある」「ス

テップファミリー」「一時保護歴がある」「相談歴あり（児童虐待）」の１３項目のいずれも「支援

が必要と判断された対象者」において該当する割合が高く、特に「相談歴あり（児童虐待）」（７

８．４％の差）「生活保護受給世帯」（２０．６％の差）、「児童扶養手当受給世帯」（１９．１％の

差）の３項目で差が大きいという結果を得た。 
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図表８‐３ 人による絞り込み（アセスメント）の実施結果を踏まえ、 

困難の類型との関連性が高いと判断されたデータ項目とその分析結果 

人による絞り込み（アセスメ

ント）の実施結果を踏まえ、

困難の類型との関連性が高

いと判断されたデータ項目 

分析結果 

（※なるべく定量的に記載すること） 

児童扶養手当受給世帯 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「児童扶養手当受給世帯」に該当する割合が

19.1％高かった。 

若年出産 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「若年出産」に該当する割合が 2.7％高かっ

た。 

障害認定（保護者） 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「障害認定（保護者）」に該当する割合が

1.3％高かった。 

障害認定（本人） 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「障害認定（本人）」に該当する割合が 4.1％

高かった。 

身長（-2SD) 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「身長（-2SD）」に該当する割合が 0.7％高

かった。 

生活保護受給世帯 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「生活保護受給世帯」に該当する割合が

20.6％高かった。 

虫歯（5本以上） 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「虫歯（5本以上）」に該当する割合が 2.3％

高かった。 

未就園児（年中） 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「未就園児（年中）」に該当する割合が 1.1％

高かった。 

連続欠席日数（7日以上） 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「連続欠席日数（7 日以上）」に該当する割

合が 0.7％高かった。 

DVの通告歴がある 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「DV の通告歴がある」に該当する割合が

0.6％高かった。 

ステップファミリー 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「ステップファミリー」に該当する割合が

6.1％高かった。 

一時保護歴がある 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「一時保護歴がある」に該当する割合が

9.0％高かった。 

相談歴あり（児童虐待） 

支援が必要と判断された対象者は、支援が不要と判断された

対象者に比べて、「相談歴あり（児童虐待）」に該当する割合

が 78.4％高かった。 
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８.２.２ 「実際の支援」の実施結果を踏まえた検証の結果 

人による絞り込みの結果により支援が必要と判断されたこども３人については、要保護児童対

策地域協議会の管理ケースとして、今後支援に進めていくところであるため、現時点では支援の

実施結果を検証できる段階にはないが、要保護児童対策地域協議会の管理ケースに係る支援の進

行管理を行う中で、支援の実施状況を確認（モニタリング）することで、結果の確認・検証を進

めていくこととする。 

 

８.３ こどもデータ連携の取組効果の分析 

本実証における「虐待等」を困難類型とする取組に関しては、データ連携により支援を要する

状況にあるこどもを早期に発見しプッシュ型支援に繋げることを目標とし、２年間の実証期間を

設けた。 

昨年度においては、リスク判定項目の選定やフローの検討を行い、今年度においては、システ

ムによる判定処理の実施と、判定基準の検証、フローの見直しを行い、人による判定を踏まえて

支援を要する状況にあるこどもを抽出することができた。「新統合システム」では対象年齢のこど

もに対して悉皆でシステム判定を行えることから、これまで相談を受けていないこどもに対して

も調査対象とすることができ、潜在的に支援を要するこどもの早期発見につなげることができた。 

また、教育系システムとのデータ連携により、これまで個別に学校に調査依頼していた情報を

システム上で把握できるため、基礎調査に要する時間の大幅な短縮を図ることが可能となった。 

なお、本年度末時点で、支援を要する状況にあると判断されたこどもについて、要保護児童対

策地域協議会の管理ケースとして支援を開始することとなったが、その結果の検証までには至ら

なかった。支援の結果検証には一定の期間を要するため、要保護児童対策地域協議会の管理ケー

スとして支援状況をモニタリングしながら、その結果を検証する予定としている。 

 

図表８‐４ 本実証事業を通じての目標、及び本年度実証における成果・進捗状況 

＃ 
目標 

（アウトカム） 
測定指標 測定方法 

本年度初時点の実

績、本年度末時点の

成果・進捗 

（測定指標の数値には表出しない

が、定性的に感じられた）取組メリッ

ト、実施障壁・課題 

１ 潜在的に支援を

必要とするこど

も・家庭の発見 

潜在的に支援を

必要とするこど

も・家庭の発見

件数 

人による判

定結果によ

り抽出 

０件 

→３件 

これまでは相談があった対象者のみ

を調査対象としていたが、データ連

携により、相談がない対象者も調査

対象とすることで、潜在的に支援を

要するこどもの発見につながった。 

２ 児童ケースワー

カーの負担軽減 

相談時の基礎調

査に係る時間 

－ － これまで調査に要する時間を測定し

ておらず、具体的な削減時間までは

示せないものの、これまで対象者１

人ずつ個別に関係機関へ聞き取りを

行う必要があった調査項目（学校の

出席日数、身長体重等）について、デ

ータ連携によりシステム上で状況確

認できるようになったため、調査に

要する時間が大幅に短縮された。 
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第９章 考察・まとめ 

これまで進めてきた取組全般を振り返り、改めて本実証で実施した事項について、そこから得

られる示唆、気付き、反省事項を整理したうえで、次年度以降に取り組む際の留意事項及びこれ

から取り組む全国地方公共団体への伝達事項をとりまとめる。 

 

【①虐待等の課題を抱えていると見込まれる児童への支援】 

困難の類型「虐待等」においては、対象者の早期発見・早期支援が大きな課題であった。こ

れまでは本人や家族又は関係者からの相談や、虐待事案が発生して初めて基礎調査を行い、リ

スク判定を行っていたが、本実証事業で「新統合システム」を構築し、悉皆でリスク判定を実

施できるようにしたことで、事前に必要な調査を行った上で、プッシュ型支援に繋げる体制を

整えることができた。本実証事業で構築したリスク判定フローを基に、今後も継続的に取り組

むことで、虐待等の早期発見・早期支援に繋げ、虐待等の未然防止に取り組んでいきたい。 

また、本実証事業の実施においては、実際に虐待対応を行う児童ケースワーカーだけではな

く、こどもに関わる様々な関係部署・関係機関の協力を得ることが必要である。プッシュ型支

援をより一層進めていくためにも、引き続き関係部署・関係機関と連携しながら、困難を抱え

ているこどもやその家族に必要な支援を届けていけるようにしていきたい。 

 

  



60 

 

図表９‐１ 本実証を通じて得られた示唆（実証全体を通じた整理） 

こどもデータ連携の実証に取り組んだからこ

そ得られた示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ これまでは相談のあったこどもに対しての

み調査やリスク判断を行っていたが、「新統

合システム」の構築によるデータ連携及び

リスク判定により、０～１８歳までのこど

も全員に対してリスク判定が可能となり、

これまで把握できなかった相談のないこど

もに対しても調査対象とすることができ、

調査等の結果、支援に繋げることができた。 

⚫ 虐待の未然防止においては、支援を要す

るこどもをいかに早期に発見できるかが

重要となる。リスク判定機能により対象

者を抽出することが可能となるため、早

期発見・早期対応には非常に有益である

と考える。 

⚫ 出席日数や身長、体重等、教育委員会が持

つ情報についてもデータ連携したことで、

調査にかかる時間を大幅に短縮することが

できた。 

⚫ 教育委員会とのデータ連携は、教育系シ

ステムにデータ入力を行う学校側の理解

や、データマッチングの問題等の課題は

あるものの、調査やアセスメントのため

の情報収集を容易にすることができるた

め、業務効率化にもつながると考える。 

⚫ データ連携は、プッシュ型支援や業務効率

化に非常に有効だが、そのための条件整備

には、支援体制の構築とともに、データ連

携における個人情報の取り扱いの整理、デ

ータ連携に係る関係部署との調整、システ

ムベンダーとの調整など、かなりの労力・

時間を要することとなる。 

⚫ 全体のスケジュール管理や役割分担を明

確にしながら、進捗させていくことが非

常に重要になる。 

⚫ 今回、リスク判定機能において、一部の

データ項目で抽出が十分に行えていない

ことが判明し、抽出データの検証及びプ

ログラム改修に多くの時間を要するとい

う不測の事態が生じた。必要なデータ項

目や出力形式等について、ベンダーと詳

細な打ち合わせを行うことで、より円滑

なデータ連携を行うことができるものと

思われる。 
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図表９‐２ 本実証を通じて得られた示唆（検討事項ごとの整理） 

▼データを扱う主体の整理・役割分担（1 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 虐待等の課題を抱えるこどもへのプッシュ

型支援に向けて、福祉系システム検討チー

ム内での相互理解や各々の役割を明確化し

ながら、協力体制のもとで取組を進めるこ

とができた。 

⚫ リスク判定機能が十分に機能しないという

想定外の事態等があり、当初のスケジュー

ル変更を余儀なくされたが、課題が上がる

たびに検討チーム内で対応を検討すること

で取組を進め、プッシュ型支援にまでつな

げることができた。 

⚫ 取組の推進には、事業開始時点で検討チ

ームによる入念な打ち合わせにより、相

互理解や役割分担の明確化を図りなが

ら、協力体制のもとで進捗管理が欠かせ

ない。 

⚫ 不測の事態も想定しながら進捗管理を行

う必要が生じたが、上記の協力体制によ

り対応が図れた。データ連携や支援体制

の構築においては、関係部署が多岐にわ

たることから、まずは検討体制を強固に

し、相互理解・相互協力のもと取組を進

める必要性を感じた。 

⚫ データ連携のためのシステム構築や判定

ロジックの検討は、大量のデータ分析を

行う必要があり、検証等に時間・労力を

相当に費やしたが、結果、「虐待等」の早

期発見・早期対応に繋げることができる

ため、非常に意義のあるものと感じてい

る。 

 

▼連携するデータ項目の選定（2 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 連携するデータ項目の選定は、昨年度の実

証事業で検討を行ったが、どの項目をデー

タ連携するか、どのようにデータ連携させ

るかの整理・検討に時間を要した。 

⚫ また、今年度の実証事業においては、実際

にデータ連携を行った際に、住民記録デー

タから「ひとり親世帯」の抽出が困難なこ

とが分かり、検討の結果、「児童扶養手当受

給世帯」を連携するデータ項目としており、

改めてデータ検証の重要性を認識した。 

⚫  

⚫ 個人情報を扱うことから、連携するデー

タ項目の選定にあたっては、データ所管

課とも十分に調整した上で、相互にその

目的を理解した上で進めることが重要で

ある。 

⚫ 教育系システムと福祉系システムのデー

タ連携は、データマッチング等のハード

ルが高かったが、データ連携できたこと

で、アセスメントの幅が広がるなど、支

援においても非常に有益であったと考え

ている。 
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▼判定基準の検討（3 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 判定基準の検討には、支援現場におけるこ

れまでの知識と経験が活かされた。途中で

判定フローを変更する等、検討に多大な時

間を要した部分であるが、データ連携によ

り「把握したい児童」をどう抽出するかに

焦点を当てて組み立てることができた。 

⚫ 自治体によってデータ連携で求める対象

者像が異なるため、時間をかけてしっか

り検討することが大切である。 

⚫ 現実的にプッシュ型支援に当たることが

できるマンパワーに限りがあるため、判

定基準の検討においては、各自治体で継

続的支援が可能な閾値にするなどの必要

も生じると考える。支援体制の充実が図

ることが難しい場合など、どのようにバ

ランスさせるか等も苦慮することが想定

される。 

 

▼個人情報の適正な取扱いに係る整理（法的整理、手続き等）（4 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 個人情報保護の観点から、電磁的磁気媒体

などによるデータの持ち運びによる紛失リ

スクを防ぐためサーバ経由での連携を検討

したが、ネットワーク構成の違い等から一

部対応が難しいシステムがあり、LGWAN

回線等を使用してデータの授受を行う整理

としたものがあった。 

⚫ LGWAN回線を使用することなどから個人

情報漏洩のリスクは少ないが、可能であれ

ばセキュリティの高いサーバ経由での連携

が望ましかったと思われる。 

⚫ システムにより対応の可否はあるもの

の、可能であれば、よりセキュリティの

高い環境でのデータ授受を行えるような

検討を行っていただければと思う。（サー

バ経由のデータ連携が実現すれば、結果

的に職員の手間の低減にも寄与する） 

 

▼システムの構築（システムの企画・構築、判定機能の実装、安全管理措置等）（5 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ データ連携におけるシステム構築において

課題となったデータマッチング機能につい

て、各システムの所管部署との意思疎通が

不十分なため課題が生じたことから、改め

て調整の重要性を認識した。 

⚫ データ連携には多くの関係部署との調整

を要するが、部署によって取組への温度

感が異なる場合があるため、相互理解の

ためのコミュニケーションを可能とする

環境づくりが重要になる。 
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▼データの準備（6 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 連携データのうち、一部の教育系システム

には住民基本台帳の宛名番号を持たないシ

ステムがあったことにより、データ連携を

行うために当該システム固有の ID と住民

基本台帳の宛名番号の突合作業を例月で行

う必要が出てきており、より効率的にデー

タの利活用を行うための環境整備が十分で

はなかったと考えている。 

⚫ システムによっては住民基本台帳の宛名

番号を持たないものもあるので、それを

カバーするため、例えば教育系システム

内で住民基本台帳の宛名番号をキーにし

てシステム間のデータ連携ができるよう

な環境を構築しておくなど、データの利

活用が進むような環境整備を普段から進

めておくことが肝要であると考える。 

 

▼システムによる判定の実施（7 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ データ抽出・リスク判定作業と並行して、

付与された点数（リスクポイント）や抽出

されたデータの検証・分析を行いながら判

定フローの修正を行った。実際に判定処理

や作業をして初めて修正点に気付くことも

多かった。 

⚫ 実際にデータ抽出を行いながら修正して

いく部分も多く出てくると思うため、検

討時間を含めたスケジュールを十分にと

りながら計画的に取り組むことが必要で

ある。 

 

▼支援に向けた人による絞り込み（7 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 人による絞り込みは、マンパワーも限られ

ることから、焦点を絞った対象児童の設定

を行うことと、絞り込みの要領を明確にす

ることが大切である。 

⚫ 関係機関にも協力を求める場合は、本実

証事業の趣旨・目的などについて十分な

説明を行い、理解を得ておく必要がある。 

 

▼データ連携により把握したこども等に対する支援（7 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ プッシュ型支援の実施においては、本市で

は要保護児童対策地域協議会の枠組みを活

用した。新たな仕組みを作るよりも、既存

の仕組みを生かした支援を行うことを重視

した。 

⚫ 困難の類型を「虐待等」とする場合、要

保護児童対策地域協議会との関係性を考

えておく必要がある。特に、関係機関に

よる見守りも重要であり、そのネットワ

ークの活用も視野に入れる必要がある。 
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▼困難の類型との関連性が高いと判断できるデータ項目の抽出（8 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ リスク判定項目を選定するにあたり現場で

想定した関連性の高いデータ項目と、リス

ク判定結果から判断された関連性の高いデ

ータ項目は、概ね一致していた。 

⚫ 現場で感じている感覚が、データとして

裏付けられるような結果であった。 

⚫ 今後も検証を重ね、リスク判定項目やリ

スクポイントを見直していくことで、リ

スク判定がより実用的なものに近づいて

いくと考えている。 

 

▼こどもデータ連携の取組効果の分析（8 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ システムによる判定、人による判定から潜

在的に支援を要するこどもを抽出すること

はできたが、支援を行った結果の検証には

至らなかった。要保護児童対策地域協議会

の枠組みの中で、支援の経過を確認してい

く予定である。 

⚫ 支援を行った結果の検証には、一定の支

援期間が必要である。支援経過を確認し

ながら、その結果をもってリスク判定項

目やリスクポイント、判定フローを修正

する等、リスク判定をより効果的に行え

るようにしていきたい。 
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【②発達障害（疑いを含む）等、就学における配慮・支援等が必要と見込まれる児童への支援】 

困難の類型「発達障害」においては、保護者の在籍園や小学校への相談及び就学時健診での

児童面接により支援の対象者を決定することが多く、小学校入学後に学校生活や学習において

困難な状況になってから学校が支援の必要性を認識する児童も多々見られることが課題であっ

た。また、就学時健診の児童面接の実施方法や在籍園との必要な支援の引継方法も各小学校に

おいて異なっていたため、令和２年度から、市内で統一した児童面接の実施方法等について検

討し、モデル校における取組を行っていた。本事業の実施により構築した「就学前の子ども情

報システム」のスクリーニング基準により対象者を判定し、統一した支援引継ぎ表を活用して

早期支援及び切れ目ない支援につなげていきたい。 

さらに、「就学前の子ども情報システム」を活用することにより、判定や調査などに要する時

間が短縮されることから、モデル校実施を踏まえて全校実施に向けて検討する予定である。 

 

図表９‐３ 本実証を通じて得られた示唆（実証全体を通じた整理） 

こどもデータ連携の実証に取り組んだからこ

そ得られた示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 就学時健診児童面接や在籍園調査の帳票の

一括出力及び OCR 処理を導入することに

より、調査の実施・集計にかかる時間の大

幅な短縮や、小学校や在籍園の負担軽減が

見込まれる。 

⚫ 小学校や在籍園の負担が軽減する一方

で、システムの新規導入に伴う担当職員

の負担増や運用体制の構築については課

題が残っている。 

⚫ 本実証事業は関係課が教育委員会と福祉部

局に跨っており、関係者やシステムベンダ

ーとの調整にかなりの時間と労力を要し

た。 

⚫ どのようなデータを連携することでどの

ような分析を実施する、といった目的を

明確にすることが重要である。また、検

討の際には、専門の人員や組織体制を構

築することが望ましい。 

 

 

 

図表９‐４ 本実証を通じて得られた示唆（検討事項ごとの整理） 

▼データを扱う主体の整理・役割分担（1 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 本実証のうち発達障害等に関しては、令和

４年度実証事業当初には連携を想定してい

なかったことから、データを扱う主体や役

割分担の整理が不十分であった。 

⚫ あらかじめデータを扱う主体や役割分

担、発見した要支援児童の支援体制を明

確化することが、円滑に取組を進めるう

えで重要であると感じた。 

⚫ 就学前の子ども情報システムの構築につい

て、当初協議を進めていたベンダーの辞退

⚫ 事前に要件定義を行った上での参画可能

なベンダーの調査や、連携先システムな
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によりスケジュール変更を余儀なくされた

が、改めてベンダーを選定し事業期間内に

システム開発を完了することができた。 

ど既存ベンダーによる開発を検討し、確

実なプロジェクト実施体制を構築するこ

とが重要である。 

 

▼連携するデータ項目の選定（2 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 連携するデータ項目の選定については、本

実証実施前から別の会議体で検討を進めて

いたことから、円滑に選定を進めることが

できた。 

⚫ データの活用主体とデータ保有主体との

間で利害関係が一致しない場合も想定さ

れるため、十分に協議を重ねることが重

要である。 

 

▼判定基準の検討（3 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 判定基準の検討においては、今回はモデル

事業の結果を元に、その後の調査対象が膨

大にならないよう設定を行ったため、今後

も継続的に基準の検討を行い、精度を向上

させる必要がある。 

⚫ より早期発見・早期支援に繋がる基準を

設定する必要がある一方で、判定後の作

業（人によるアセスメント等）の分量も

考慮する必要があるため、判定基準の決

定には時間を要すると思われる。 

 

▼個人情報の適正な取扱いに係る整理（法的整理、手続き等）（4 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 教育委員会が所管する市立学校園だけでな

く、市立保育所及び私立幼稚園、法人保育

所等の関係機関から個人情報の提供を受け

ることから、法的根拠の整理が必要であり、

その管理についても慎重に行う必要があ

る。 

⚫ 教育委委員会内において個人情報につい

て整理したことを、今後、関係部局や専

門家の意見をもとに検証する必要があ

る。 

 

▼システムの構築（システムの企画・構築、判定機能の実装、安全管理措置等）（5 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 各小学校や在籍園といった外部に帳票を送

付し、その内容を連携するため、就学前の

子ども情報システム内での連携に宛名番号

以外のキーを用意する必要があった。ただ

⚫ データ連携や各システムの保守管理も加

味すると、既存システムへの機能追加も

検討の余地がある。 
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し、システム自体は新規構築だったため、

比較的開発上の制約が少なかった。 

 

▼データの準備（6 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 今回は紙の帳票を OCR 処理により電子デ

ータ化することとした。読取試験では概ね

正しく読み込むことが出来たが、実際の帳

票は各学校や在籍園が記入するため、読取

精度を高めるため記入要領の徹底（枠内に

収める、文章の改行位置に気を付ける等）

が必要である。 

⚫ 紙の帳票を OCR 処理する際には、人の

目によるチェックを行ったとしても一定

の読取エラーが生じるため、電子メール

や Web フォームを活用し、直接電子デー

タで回収することも視野に入れる必要が

ある。 

 

▼システムによる判定の実施（7 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 現状においてシステム開発が完了しておら

ず、手動で集計し判定を行ったが、今回集

計した基準で判定が実施できるようシステ

ムを構築し、同様の抽出結果となることを

確認した。 

⚫ 判定基準の設定・判定実施・結果の抽出・

判定基準の調整を繰り返し、判定基準の

精度向上を図れる点がシステムによる判

定のメリットであると考えられるので、

それらの作業を軽易に実施できるようシ

ステムを構築することが望ましい。 

 

▼支援に向けた人による絞り込み（7 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 本実証期間内では人による絞り込みは未実

施であるが、令和６年度以降はシステムに

よる判定結果を元に在籍園調査を行い、小

学校内で組織的に支援の必要性を検討する

ことで、支援対象者の絞り込みを行うこと

を想定している。 

⚫ データ連携により把握したこども等を実

際に支援するタイミングを考慮して全体

のスケジュールを構築する必要がある。 

（例えば本事業は、人による絞り込みの

主体が各小学校であり、かつ小学校入学

前に支援体制を構築する必要がある。） 

 

▼データ連携により把握したこども等に対する支援（7 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

⚫ 本実証期間内ではデータ連携により把握し ⚫ 本事業のように支援の主体が各小学校・
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たこども等に対する支援は未実施である

が、今後、判定基準等の内容統一により、

入学前後のより効果的な支援の実施や、情

報の定量化に基づく教育委員会事務局との

連携強化を図っていく。 

各教職員に分かれる場合などは特に支援

内容等の共有（横の連携）を念頭に置い

て体制を構築することが重要である。 

 

▼困難の類型との関連性が高いと判断できるデータ項目の抽出（8 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

（発達障害等に関しては、人による絞り込

み及び実際の支援は今後実施する予定とし

ていることから、本項目は昨年度の実証事

業に係る継続分についてのみ記載を行うも

のとする。） 

－ 

 

▼こどもデータ連携の取組効果の分析（8 章より） 

（実施方針・実施方法、ないしプロジェクト管

理の観点からの）示唆、気付き、反省事項 

左記を踏まえ、次年度以降に取り組む際の留

意事項、全国地方公共団体へのメッセージ 

（発達障害等に関しては、人による絞り込

み及び実際の支援は今後実施する予定とし

ていることから、本項目は昨年度の実証事

業に係る継続分についてのみ記載を行うも

のとする。） 

－ 

 

 

 

 


